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はじめに 

本連盟は、2023（令和 5）年度、「令和５年度社会福祉推進事業」を受託し、「社会福祉士学校養成所の既卒

者に対する国家資格取得支援の在り方に関する調査研究事業」を実施し、このたび同事業の報告書をとりまと

めました。 

2020 年 6 月の「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議

（参議院厚生労働委員会）」において、「１、 重層的支援体制整備事業について、同事業が介護、障害、子ども

及び生活困窮の相談支援等に加え、伴走支援、多機関協働、アウトリーチ支援等の新たな機能を担うことを踏

まえ、同事業がより多くの市町村において円滑に実施されるよう、裁量的経費を含めて必要な予算を安定的に

確保するとともに、既存の各種事業の継続的な相談支援の実施に十分留意し、その実施体制や専門性の確

保・向上に向けた施策を含め、市町村への一層の支援を行うこと。また、同事業を実施するに当たっては、社会

福祉士や精神保健福祉士が活用されるよう努めること」が掲げられました。さらに、2022 年 12 月の全世代型社

会保障構築会議報告書において、「社会福祉法人や NPO 等の職員も含め、ソーシャルワーカーの確保に向け

た取組を進めるべき」とされました。このように、わが国がめざす「地域共生社会」、「全世代型社会保障」の構築

に向けて、ソーシャルワーク専門職としての社会福祉士の確保、活用の必要性が指摘されています。 

本連盟では、これまでも全国の社会福祉士養成校とともに社会福祉士の質的・量的拡充に向け、社会福祉

士養成教育の充実および社会福祉士国家試験受験者への合格支援の取り組みを進め、一定の成果をあげて

きました。しかしながら、養成校在籍中（新卒時）に国家試験に不合格または未受験であった既卒者への合格

支援については十分とはいえず、さらなる取り組みが求められる状況にあります。 

本事業は、社会福祉士の質的・量的拡充に向けた取り組みの一環として、既卒者およびその合格支援の現

状を把握した上で、今後の既卒者合格支援のあり方を検討し、社会福祉士養成校ならびに既卒者の主な就職

先である社会福祉法人とともに実践することを目的に実施しました。 

本事業における「国家資格取得支援調査」により、既卒者本人の受験に対する意識や受験勉強の状況、社

会福祉士養成校ならびに社会福祉法人の既卒者合格支援に対する意識や取り組みの現状を明らかにすること

ができました。また「養成校モニタリング」を通じ、働きながら国家資格取得をめざす既卒者の受験勉強の状況と

課題をより具体的に把握しました。これらの取り組みを踏まえ、「既卒者合格支援ガイドライン」として既卒者合格

支援上の課題と取り組みの方向性をまとめ、社会福祉士養成校ならびに社会福祉法人に提示、共有しました。

具体的な既卒者合格支援の取り組みとしては、社会福祉士養成校ならびに社会福祉法人に「合格完全ガイド」

を配布し、学習計画立案・実践の支援に取り組みました。これら本事業の成果が広く既卒者の合格支援に活用

されることを心より願っています。 

末筆となりましたが、お忙しい中、アンケート調査にご協力いただきました社会福祉法人の運営管理者ならび

に職員の皆様、全国統一模擬試験受験者の皆様、社会福祉士養成校の皆様、アンケート調査の周知にご協

力いただきました全国社会福祉協議会地域福祉部ならびに全国社会福祉法人経営者協議会の皆様、受験勉

強のさなかにモニタリングにご協力いただきました既卒者の皆様ならびにモニタリング協力校の教員の皆様、

「既卒者合格支援ガイドライン」の事例紹介にご協力いただきました社会福祉法人ならびに社会福祉士養成校

の皆様、本事業委員会・調査ワーキングチーム委員ならびに厚生労働省の皆様に深く感謝を申し上げます。 

2024（令和 6）年 3 月 

一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟 

会 長   中 村  和 彦 
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第１章 

事業概要 

1



１－１ 事業の背景と目的 

地域共生社会の実現に向けて、ソーシャルワーク専門職である社会福祉士の質的・量的拡充が必要とされて

いる。一方、社会福祉士国家試験においては、受験資格を取得しながらも、国家試験を未受験であるか、不合

格となった既卒者（以下、「既卒者」）に対する支援が、ほとんど存在しないことが課題となっている。 

昨今の厚生労働省の施策においては、『地域における包括的な支援体制』を整備する上でソーシャルワー

カーによる支援が求められており、2022 年 12 月の全世代型社会保障構築会議報告書でも「社会福祉法人や

NPO 等の職員も含め、ソーシャルワーカーの確保に向けた取り組みを進めるべき」とされている。 

社会福祉士の質的確保に向けては、資格制度創設以来、社会福祉士養成教育の充実や資格試験の在り方

の見直しが図られてきているが、量的確保についてもさらなる対策が必要な状況にある。そのための取り組みの

一つが「既卒者」、とくに社会福祉法人等に就職し、福祉職として勤務している者に対する社会福祉士国家資

格の取得支援である。「既卒者」は、資格取得支援により合格に必要な知識を身につけるだけでなく、福祉の現

場で働きながら再学習することでソーシャルワークへの理解をさらに深める。その学びは現場での実践につなが

り、ひいては福祉サービスの質の向上や地域における福祉支援体制の強化につながる。 

本事業は、これら課題への取り組みを目的に、「既卒者」に対する社会福祉士国家資格取得の有効な支援

方法、ならびに「既卒者」に資格取得を促す継続的な支援体制の整備のあり方に関する調査研究を行った。 

１－２ 事業内容 

１－２－１ 「既卒者」の状況を踏まえた支援方法の検討 

（１）独立行政法人福祉医療機構が運用する「社会福祉法人財務諸表等電子開示システム」に掲載されている

データ（※1）を活用し、調査対象法人（※2）を抽出した。

※1 2022（令和４）年４月１日現在の現況報告に基づくデータ

※2 保育所・認定こども園および関連事業のみを実施する法人を除く法人

（２）抽出した法人に対するアンケート調査

① 「既卒者」の資格取得支援を行うことについての意向や職員の学び直し（知識のアップデート）、資質向上

のための教育機会を確保する意向等をアンケート調査により把握した（社会福祉法人調査）。

調査対象 ： 社会福祉法人：13,420 法人（※3）（※4） 

※3 都道府県・市町村社会福祉協議会（1,867 法人）を含む

※4 保育所・認定こども園および関連事業のみを実施する法人および上記（１）システムにおいて「休止中」

とされていた法人を除く 

〔関連〕 第 3 章 「国家資格取得支援調査」 

② 社会福祉法人等に就職している「既卒者」の社会福祉士国家資格取得意向や資格取得に向けた取り組

みの現状・課題をアンケート調査により把握した（法人所属社会福祉士受験者調査）。

調査対象 ： 上記①の社会福祉法人に勤務する「既卒者」個人および本連盟が実施する全国統一模

擬試験受験者 

〔関連〕 第 3 章 「国家資格取得支援調査」 

事業概要 １ 
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（３）「既卒者」に対する社会福祉士国家資格取得に向けた具体的な支援策を検討し、研修会等の試行的実施

とその評価、学習ハンドブック（「社会福祉士・精神保健福祉士合格完全ガイド」）の配布を行った。

〔関連〕 （研修会等試行的実施） 本章１－４－３「研修会の試行的実施」 

〔関連〕 （学習ハンドブック） 第２章「既卒者の学習計画の立案、実行の支援」 

（４）上記（３）の試行結果等から、「既卒者」に対する継続的な支援体制の在り方を検討し、ガイドラインを作成、

配布した。

〔関連〕 第５章 「継続的な既卒者支援のガイドライン」 

１－２－２ 「既卒者」に対する支援の効果検証 

（１）養成校の令和４年３月新卒者の就労先の状況、令和４・５年度入学者等定員充足状況、国家試験合格率、

当該校「既卒者」のうち国家試験不合格となった者の把握状況や当該「既卒者」への資格取得支援の意向

等をアンケート調査により把握した（社会福祉士養成校調査）。

調査対象 ： 社会福祉士養成課程を設置している本連盟会員 244 校 

〔関連〕 第３章 「国家資格取得支援調査」 

（２）第 35 回社会福祉士国家試験において、「既卒者」合格割合が新卒者合格割合の 20%未満であった養成校

等の協力を得て、資格取得支援ツールの活用による「既卒者」支援の効果を検証した。

協力校 ： 社会福祉士養成課程を設置している本連盟会員校（３校） 

〔関連〕 第４章 「養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニタリング）」 

１－２－３  報告書のとりまとめ、成果物の配布 

調査研究成果を報告書にまとめるとともに、作成した学習ハンドブック（「社会福祉士・精神保健福祉士合

格完全ガイド」）や既卒者合格支援ガイドラインを関係機関（本連盟会員校や社会福祉法人等）に配布した。 

１－３ 事業実施体制 

１－３－１ 委員会等 

本事業の内容・方法を検討し、実施するための会議体として、事業委員会を設置した。 

○ 本章１－２－１－（２）および１－２－２－（１）のアンケート調査の実行組織として、調査ワーキングチームを設

置した。なお、調査ワーキングチームの構成員は、事業委員会の委員に依頼した。

○ 本章１－２－２－（２）の養成校モニタリングを実施するため、社会福祉士養成校４校から参加者の募集およ

びモニタリングの実施への協力を得た。なお、協力依頼先の４校中、３校より応募があった。

○ 厚生労働省社会・援護局総務課ならびに福祉基盤課に対し、事業委員会へのオブザーバー出席を依頼し、

社会福祉専門官ならびに福祉人材確保対策室長補佐の出席を得て、国家資格としての社会福祉士の養

成のあり方および養成教育の方向性等の観点から本事業の内容・方法に関する助言を得た。
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１－３－2 委員構成 

（１） 事業委員会  ◎委員長  （敬称略・順不同） 

氏 名 所 属 

伊藤 新一郎 ◎ 北星学園大学教授、ソ教連事務局長・実習委員 

畑  亮輔 北星学園大学准教授、ソ教連実習委員 

藏野 ともみ 大妻女子大学教授、ソ教連会長補佐 

添田 正揮 日本福祉大学准教授、ソ教連実習委員 

田幡 恵子 大正大学専任講師 

永田 理香 高崎健康福祉大学教授 

原田 奈津子 (福)恩賜財団済生会 済生会保健・医療・福祉総合研究所上席研究員、 

ソ教連国家試験合格支援委員会委員

増田 和高 武庫川女子大学准教授 

渡辺 裕一 武蔵野大学教授、ソ教連実習委員 

（２） 調査ワーキングチーム ◎リーダー  （敬称略・順不同） 

氏 名 所 属 

畑  亮輔    ◎ 北星学園大学准教授、ソ教連実習委員 

増田 和高 武庫川女子大学准教授 

渡辺 裕一 武蔵野大学教授、ソ教連実習委員 

伊藤 新一郎 北星学園大学教授、ソ教連事務局長・実習委員 

１－４ 会議等開催状況 

１－４－１ 事業委員会、調査ワーキングチーム 

№ 開催日時 会議名 方法

1 2023 年 7 月 17 日(月) 10:00~12:00 
18:00~20:00 

調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム

2 2023 年 7 月 27 日(木) 13:00~16:00 
18:00~19:00 

調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム

3 19:00~21:00 第 1 回事業委員会 テレビ会議システム

4 2023 年 10 月 6 日(金) 19:40~23:00 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム

5 2023 年 10 月 13 日(金) 19:40~23:15 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム

6 2023 年 10 月 25 日(水) 19:00~21:00 第 2 回事業委員会 テレビ会議システム

7 2023 年 12 月 26 日(火) 19:00~21:00 第 3 回事業委員会 テレビ会議システム

8 2024 年 1 月 10 日(水) 11:00~12:00 第 3 回事業委員会欠席者説明 テレビ会議システム

9 2024 年 1 月 24 日(水) 10:00~10:30 既卒者合格支援ガイドライン

掲載事例取材

電話

10 2024 年 1 月 26 日(金) 13:30~14:00 既卒者合格支援ガイドライン

掲載事例取材

電話

11 2024 年 2 月 20 日(火) 19:00～21:00 第 4 回事業委員会 テレビ会議システム

12 2024 年 3 月 11 日(月) 17:00~21:00 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム
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13 2024 年 3 月 12 日(火) 10:00~17:00 
19:00~26:00 

調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 

14 2024 年 3 月 13 日(水) 8:00~12:00 
14:30~15:10 
17:30~18:30 
21:00~23:00 

調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 

15 2024 年 3 月 14 日(木) 9:00~10:00 
19:00~23:00 

調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 

16 2024 年 3 月 15 日(金) 13:00~25:30 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 
 

〔関連〕 令和５年度社会福祉推進事業としての本事業の開始前の取り組み 

 本調査研究は、実際の「既卒者」の社会福祉士国家試験合格支援と並行して行うため、予備的な取り組み

として、令和５年度社会福祉推進事業の交付決定前から、調査事業の内容や進め方の検討に着手した。 

№ 開催日時 会議名 方法 

1 2023 年 5 月 23 日(火) 19:00~20:45 調査ワーキングチーム会議 テレビ会議システム 
2 2023 年 6 月 19 日(月) 19:00~20:30 調査ワーキングチーム会議 テレビ会議システム 
3 2023 年 6 月 23 日(金) 19:00~22:20 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 
4 2023 年 6 月 28 日(水) 15:00~18:00 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 
5 2023 年 6 月 28 日(水) 18:00~21:40 調査ワーキングチームコア会議 テレビ会議システム 

 

１－４－２ 社会福祉士養成校（本連盟会員校）に対する既卒者合格支援事業の説明と協力依頼 

 令和６（2024）年２月に実施される第 36 回社会福祉士国家試験に向け、速やかに、かつ円滑に本事業の諸

取り組みに対する各校の協力が得られるよう、令和５年度社会福祉推進事業の交付決定前の令和５（2023）

年６月３日、本連盟通常総会における令和５(2023)年度事業計画説明において、本事業の目的および実施

計画を説明し、協力を依頼した。 

また、本章１－２－１－（３）「社会福祉士・精神保健福祉士合格完全ガイド」を各校に提供し、各校における

「既卒者」合格支援への活用を提案、推奨し、「既卒者」合格支援に関する方針・方法の共有化を図った。 

〔関連〕 第 2 章 「既卒者の学習計画の立案、実行の支援」 

 

１－４－３ 研修会の試行的実施 

（１） 経緯等 

「既卒者」は、社会福祉士養成課程を修了しており、その多くが１回以上の社会福祉士国家試験の受験勉強

の経験があるとはいえ、できるだけ早期に、遅くとも秋口には次回国家試験に向けた学習を開始する必要があ

ると考え、後述のアンケート調査と並行して、研修ツール（学習支援ツール）の検討、提供に着手することとした。 

具体的には、令和５年度社会福祉推進事業の交付決定前（令和５(2023)年４月）から、「既卒者」向けの研修

ツールの検討および提供の準備を開始した。 

 

（２） 研修ツールの検討 

「既卒者」の多くが働きながら国家試験の受験勉強に取り組む。そのため、平日・日中の参集型研修やライブ

配信型研修、あるいは特定の日時に行われる研修への参加が難しい。これらのことを踏まえ、本連盟において

「既卒者」向けの研修ツールのあり方を検討した結果、試行的にオンデマンド配信型の研修を実施することとし
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た。具体的には、本連盟の自己財源により制作し、広く有償販売している「社会福祉士・精神保健福祉士国家

試験受験集中講座」（以下「集中講座」）の講義動画を DVD からオンデマンド配信型に変更した（講義動画の

制作および配信は本連盟の自主事業として実施）。 

本事業での取り組みとしては、この「集中講座」を本章１－２－２－(２)の養成校モニタリング参加者（以下、モ

ニター）に無償で提供し、モニターが第 36 回社会福祉士国家試験に向けた実際の受験勉強において試用し

た。なお、「集中講座」の試用結果（研修の試行的実施結果）は、第４章「養成校モニタリング（学習支援ツール

活用モニタリング）」において報告する。 

〔参考〕 「社会福祉士・精神保健福祉士国家試験受験集中講座」の概要 

○ 社会福祉士・精神保健福祉士国家試験の共通科目、社会福祉士国家試験の専門科目、精神保健福祉士

の専門科目の 25 科目について、それぞれ専門の講師による講義動画をビデオ・オン・オンデマンド（以下

「VOD」）配信サービスにより配信。併せて、各講師が執筆した講義動画視聴用テキスト「PointBook（ポイント

ブック）」を作成。

○ 「PointBook」は、共通科目、社会福祉士専門科目、精神保健福祉士専門科目の３分冊。各分冊にそれぞ

れ対応する講義動画の視聴権を１セットにして希望者に販売。分冊ごとの購入可。2023 年度版の各分冊の

概要は、以下のとおり。養成校モニタリング参加者には、「共通科目」と「社会福祉士専門科目」を提供。

・ 「共通科目」：A4 判 240 頁・VOD 視聴権付／16,500 円（税込）

・ 「社会福祉士専門科目」：A4 判 160 頁・VOD 視聴権付／12,000 円（税込）

・ 「精神保健福祉士専門科目受験」：A4 判 136 頁・VOD 視聴権付／9,000 円（税込）

○ 「既卒者」が「集中講座」を十分に活用できるよう、「PointBook」の使用方法の特徴および使用方法（Point

Book 200%活用ガイド）、「PointBook」を活用した勉強方法（PointBook おすすめ勉強法）を記載した「学習支

援ツール活用ガイド」を併せて送付した。

〔関連〕 第２章２－３「学習支援ツール活用ガイド（モニター用）」 

１－５ 本事業において実施した調査における倫理的配慮と情報の取り扱い等 

１－５－１ 国家資格取得支援調査 

 本事業における調査の実施に当たっては、調査票および調査回答依頼状により、調査対象者に以下の各事

項を示した。 

○ 調査協力は任意であり、協力の可否は調査対象者の自由意思に基づいて決められること。

○ 回答しない場合にも一切の不利益を受けることはないこと。

○ 回答結果は統計的に処理され、調査報告書の作成や学会発表、研究論文作成など、調査研究の目的の

みに用いられること。

○ 公表された結果から個人・法人が特定されることはないこと。

○ 調査への回答をもって協力に同意されたものとすること。

○ 調査により収集したデータは、集計ソフトを介してファイル保存され、当該ファイルは本連盟事務局において

インターネットから独立したサーバーに保管し、研究終了後最低 10 年間保管すること。

○ 保管期間が 10 年を超えた時点でデータの完全消去等により機密処分を行うこと。

なお、本事業で実施した３つの調査とも、調査回答に要する時間の目安を示した。 

〔関連〕 第３章「国家資格取得支援調査」、調査編 1－2「調査票」 
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１－５－２ 養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニタリング） 

モニタリング参加者の募集に当たり、モニタリング参加者募集協力校において「既卒者の学習支援ツール活

用状況に関する協力校モニタリングについて（実施要項）」（本報告書「資料編」参照）を募集対象者に示し、あ

らかじめ以下の参加条件を提示した。参加希望者が下記の①から④のすべてに同意し、かつ実行することが可

能な場合に参加を受け付けることとした。 

① 本連盟が頒布または実施する複数の学習支援ツール（別記）をすべて使用し、社会福祉士国家試験合格

のための受験勉強を行う。

・ 有償の学習支援ツールについては、参加者に限り、すべて無償で提供する。

・ ①から③の学習・報告が行われない場合、無償提供ツールの返却を求めることがある。

② 学習支援ツールの活用状況をメールで本連盟に直接報告する。

③ 国家試験の受験の状況および合否を本連盟に報告する。

④ 上記①から③に関する連絡・送付先として、氏名、住所、メールアドレスを本連盟に開示する。

同じく実施要項において、協力校ならびにモニタリング参加希望者に対し、個人情報の取り扱いおよびモニ

タリング結果の公表に関する方針を示した。

○ 個人情報の取り扱い

・ モニタリングのために収集した個人情報は、モニタリング参加者本人、本連盟、協力校（参加者が卒

業した学校）との連絡、学習支援ツール等の送付、本事業に関連したアンケート等、本事業の実施の

ためにのみ使用し、他の目的のために使用しない。

・ 本調査事業の報告書においてモニタリングの結果を報告する場合、個人が特定される情報は記載し

ない。

・ 収集した個人情報は、厚生労働省に対する本事業の報告が完了した後、すべて消去する。

○ モニタリング結果の公表

・ 本調査事業の報告書においてモニタリングの結果を報告する場合、学校の名称、教員の氏名等、学

校および個人を特定できる情報は記載しない。

１－６ 主な事業の成果 

○ 本事業は、本章１－２「事業内容」に記載のとおり、社会福祉士国家試験に向けた「既卒者」の受験勉強の

状況や課題、「既卒者」に対する出身校（社会福祉士養成校）や職場の支援の状況をあらためて把握するこ

と、それらを踏まえた「既卒者」に対する継続的な支援体制の検討と、その成果の公表・共有を主な目的とし

て実施した。

○ 本事業における主な取り組みは、次のとおりである。

・ 社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向けの普及 （第２章）

・ 国家資格取得支援調査の実施 （第３章）

・ 養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニタリング）の実施 （第４章）

・ 継続的な既卒者支援のガイドラインの作成・普及 （第５章）
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社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイドの普及 （第２章） 

○ 「既卒者」自身による学習計画の立案および学習方法の選択・活用の支援を目的に、「既卒者」の学習ハ

ンドブックとして、「社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け」(B5 判仕上がり両

観音折り／カラー印刷) （以下、「合格完全ガイド」）を作成した。 

○ 「合格完全ガイド」は、社会福祉法人（13,403 法人）に各５部（合計 67,015 部）、本連盟会員社会福祉士養

成校（258 校）に各５部（合計 1,285 部）を配布し、「既卒者」への提供、周知を依頼した。なお、希望する学

校に追加送付した。

○ 「既卒者」の多くは、自分一人で受験勉強の計画を立て、学習のペースを作り、試験日に向けて学習を進め、

課題をクリアしていく。受験に必要な手続きもすべて一人で行う。「既卒者」の受験の難しさは、このようにあ

らゆることを自力で行うことにその要因の一つがある。その対策として、「合格完全ガイド」を作成した。

○ 「既卒者」の多くが働きながら受験勉強を進めるため、多くの場合、まとまった時間を受験勉強に当てること

が難しい。少ない時間であってもコツコツと学習を進め、自分なりの学習の方法やペースを確立していくこと

が必要である。その場合、学習時間を確保するためには、できるだけ早く直近の国家試験に向けて学習に

取り組むことが必要である。「合格完全ガイド」は、このような視点に立って作成した。そのため、同ガイドは本

事業に係る交付決定前に検討、作成に着手した。

○ 「合格完全ガイド」には、受験勉強のための教材や模擬試験等、各種の学習支援ツールの特徴や使い方、

試験日までの各時期に取り組むことを掲載し、それらを参照しながら５月から試験日までの概ね 9 ヵ月間の

学習計画の立案するためのスペースを設けた。携行・保管が容易なＢ５サイズのリーフレットに「既卒者」の

受験に必要な情報を収め、受験勉強の進め方のハンドブック、合格に向けたガイドとして活用しやすい仕様

とした。

○ 本事業では、完成した「合格完全ガイド」を「既卒者」の出身校である社会福祉士養成校および主要な職場

である全国の社会福祉法人に配布し、その普及を図った。配布先における活用状況の調査は行っていな

いが、後述の「モニタリング」（第４章）の参加者に使用を促し、受験勉強への貢献度を尋ねたところ、回答者

の６割強から「役に立った」との回答を得ており、一定程度目的が達せられるものになった。

○ 上記のとおり、本ガイドは「既卒者」にとって有用なものとなっていることから、次年度以降も「既卒者」の学習

計画の立案・実行の一助となるよう、全国の「既卒者」に配布したいと考えている。本ガイドは、PDF 等の電

子データによる提供も可能であるが、ハンドブックのように手元に置いて読んだり書いたりされることで「ガイ

ド」の役割をよりよく果たせるものと考えており、次年度以降も印刷版を配布したいと考えている。ただし、今

回と同様の規模で「合格完全ガイド」を配布する場合、送料を自己財源で賄うことは困難であり、「既卒者」

に届ける方法の確保が今後の課題である。

国家資格取得支援調査の実施 （第３章） 

◎ 「国家資格取得支援調査」結果の考察については、第 3 章３－４「既卒者の社会福祉士資格取得に関する

現状と今後の課題に関する考察」【p.35】を参照されたい。以下は、設問別集計結果の概要である。 

○ 「既卒者」の受験勉強の現状や課題、勤務先の社会福祉法人による社会福祉士資格取得支援および社会

福祉士養成校における「既卒者」の国家試験対策の現状等を把握し、もって「既卒者」の合格支援に向けた
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課題を明らかにすることを目的に、2023（令和５）年８月から 10 月にかけて、「社会福祉法人調査」、「法人所

属 社会福祉士受験者調査」、「社会福祉士養成校調査」の３つの調査を実施した。  

○ 依頼先および回答数は、次のとおりである。

・ 社会福祉法人調査

： 保育所・認定こども園および関連事業のみを運営する社会福祉法人を除いた社会福祉法人（13,420

法人）／回答数 1,168 法人 

・ 法人所属 社会福祉士受験者調査（既卒者調査）

： ①上記「社会福祉法人調査」に同じ（調査対象者への周知・回答勧奨を依頼）／②本連盟主催全国

統一模擬試験社会福祉士専門科目受験者（既卒者かつ社会福祉法人職員）／回答数 668 名 

・ 社会福祉士養成校調査

：本連盟会員の社会福祉士養成校（244 校）／回答数 168 校（174 票） 

○ 社会福祉法人調査では、各法人における職員（国家試験受験資格保有者）への社会福祉士取得の推奨意

向について尋ねたところ、受験および合格を「推奨している」とする法人は 476 件（44.9％）であり、「少しは

推奨している」の 239 件（22.6％）と合わせると 7 割近くの法人が受験・合格を推奨していることが示された。

他方で、「推奨も否定もしていない」との回答が 297 件（28.0％）あり、法人間の推奨度合いにも差があること

がうかがえた。また、資格取得支援に関する法人の取り組みについて尋ねたところ、「実施していない」とす

る回答が多く、最も採用されていた取り組みは「国家試験当日や受験勉強期間の業務調整」の 272 件

（27.0％）であった。職員の社会福祉士資格取得については肯定的であるが、具体的な支援策については

さらなる取り組みが望まれる状況にあることが確認された。

○ 法人所属社会福祉士受験者調査（既卒者調査）では、通算受験回数を尋ねたところ、第 36 回社会福祉士

国家試験で「3 回目以上」が最も多く 168 件（45.9％）であった。また、「１回目」の 104 件、「2 回目」の 94 件

（25.7％）がほぼ同数となっていた。今回の試験で社会福祉士を取得したいと考えている程度については、

「絶対に取得（合格）したい」とする回答が 171 件（50.7％）と最も多く、次の「とても取得（合格）したい」の 82

件（24.3％）と合わせると全体の 7 割以上が取得（合格）に向けて強い意向を持って受験に臨んでいることが

わかった。社会人として働きながら受験勉強する際の難しさとして、「とても難しい」と回答した者が多かった

のは「勉強時間の確保」215 件（62.3％）であり、仕事と受験勉強の時間的両立に困難感を抱えていることが

わかった。次いで「勉強意欲の維持」が 178 件（51.3％）であり、「勉強方法の確立」の 147 件（42.4％）が続

いた。これまでの受験勉強の程度（どれくらい勉強してきたか）については、「合格に向けて十分な勉強はで

きていない」という経験を持つ者が最も多く、「合格に向けて全力で勉強した」という経験を持つ者は２割に届

かなかった。その他の調査結果も含め、あらためて「既卒者」のリアルな受験勉強の状況や課題を確認する

ことができた。

○ 養成校調査では、2023（令和５）年 3 月卒業の社会福祉士国家試験不合格者・未受験者の「氏名」「連絡先」

の把握状況を尋ねたところ、「既卒者」の受験動向追跡やフォローアップを能動的に行うことが難しい養成校

が一定数存在することが明らかとなった。「既卒者」に対する資格取得支援の実施状況について、「卒業年

度で対象者を限定して実施している」が 14 件（8.2％）あったものの、「希望する既卒者全員を対象として国

家資格取得支援を実施している」と「既卒者に対する国家資格取得支援は実施していない」とする回答が

78 件（45.9％）と同数であり、「既卒者」に対する支援については回答が二極化していた。養成校が実施して

いる「既卒者」への支援を複数回答で尋ねたところ、実施されている支援内容としては、「国試対策に有用な
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情報を積極的に提供している」の 55 件（31.6％）が最も多く、次いで「外部の業者と契約して国試対策の講

座を開講している（無料・有料を問わない）」の 31 件（17.8％）、「教員が国試対策の講座を担当している」の

29 件（16.7％）がほぼ同数で続いた。また、いわゆる現役生（新卒）の国家試験対策に比べ、「既卒者」への

支援の取り組みは限定的であり、もう一段の取り組みが望まれる状況がうかがわれた。とくに、働きながら限

られた余暇時間を使って受験勉強に取り組むという「既卒者」に適した支援方法、たとえば、国家試験対策

講座のオンデマンド配信等の取り組みの広がりが望まれる。 

○ なお、本調査にて入学定員充足率について尋ねたところ、2021（令和３）年度では 84.6％、2022（令和４）年

度では 84.7％であったことに比して、2023（令和５）年度では 81.0％と微減していた。また、定員充足率が

100％を超える養成校が一定数存在しているものの、定員充足率が 100％を切る養成校が各年度において

半数以上あることが示された。社会福祉士養成校の新規入学者の確保が厳しい現状において今後の地域

共生社会に必要な社会福祉士を確保するには、「既卒者」の国家試験対策の一層の拡充が必要である。

○ 以下は、「国家資格取得支援調査」の結果を踏まえて行った「既卒者の国家試験合格に向けた支援につい

ての考察」である（第３章３－４－７「既卒者の国家試験合格に向けた支援の考察」）。本事業の重要な成果

であるため、本章にも記載した。

「既卒者」の国家試験合格に向けた支援の考察 

・ 「既卒者」の受験勉強の難しさである「勉強時間の確保」と「勉強意欲の維持」、「勉強方法の確立」に着目

することが必要である。国家試験対策の中心はやはり自主学習であるから、勉強時間・意欲・方法の確立

はまさに国家試験対策の根幹に影響する課題といえよう。養成校で実施している新卒者への国家試験対

策支援もその要諦は勉強の体制作りと機運向上であることが示されている。

・ これらを踏まえると、「既卒者」が所属する社会福祉法人（以下、本記事において「法人」）のみで既卒者の

国家試験対策支援に取り組むことは難しい。まず、「既卒者」が所属している法人内に他にも社会福祉士

の取得に向けて国家試験対策に取り組む職員が複数いるとは限らないため、一人だけではなく複数名で

国家試験対策に取り組む体制を作り、機運を向上させていくことが難しい場合が少なくないことが懸念され

る。たとえ複数名の受験者がいる場合にも、勤務している事業所が異なる場合には一緒に勉強したり機運

を高め合っていくように関わったりすることは難しいだろう。ただし、同じ事業所内に受験者が複数名いる場

合はチャンスである。このような状況がある場合、法人は国家試験合格に向けた取り組みを本人たちだけ

に委ねるのではなく、組織・職場として国家試験対策に取り組めるような体制作り・機運向上に取り組むこと

が求められる。その際、受験勉強の中で分からない部分が出てきたり、うまく勉強方法を確立できない、

ペースがつかめないという課題が生じることが想定される。このような課題に対して、法人のみで対応するこ

とはやはり困難が伴うだろう。そのため、社会福祉士養成校（以下、本記事において「養成校」）による関与

も期待される。

・ 他方で、養成校だけで既卒者に対する国家試験対策を支援することも難しい。これまで確認してきたとお

り、「既卒者」の国家試験対策の難しさは勉強時間の確保や意欲の維持などが原因にある。養成校として

これらに対応できるような取り組みを行おうにも、「既卒者」が仕事で疲れており十分な時間が確保できない

状況では養成校の取り組みに参加することは難しいだろう。養成校側がアプローチしても「既卒者」側が敬

遠してしまうことも想定される。実際、自由記述には「社会人のため、現役から２，３年たつと、仕事に追われ
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モチベーションが続かないようだ。国家試験対策に限ったことではないが、学生にも受援力に差があり、た

とえば情報発信をしても、それ自体が苦痛となり、連絡が疎遠になっていく人がいる」という声も届けられて

いる。最近ではＺｏｏｍなどのオンラインツールが普及したため、養成校から遠方の法人に勤めることとなっ

た「既卒者」に対して国家試験対策支援を届けること自体は可能だろうが、オンラインのみのつながりの場

合「既卒者」側が離れてしまっては養成校からそれ以上アプローチすることは難しい。様々な就職先に勤

務する「既卒者」に対して、時間を合わせて国家試験対策の勉強会などを開催することも現実的に困難が

生じるだろう。 

・ 以上を踏まえると、「既卒者」の国家試験対策支援には法人と養成校の両者が協力した対策が必要であ

る。まず法人として職員のうち資格取得を目指す「既卒者」の把握、把握した「既卒者」たちに対する社会

福祉士を取得することの要請、そして取得に向けたインセンティブの周知に取り組むことがポイントとなる。

また勉強時間確保につながるような残業時間の削減なども有効であろう。ただし、その時間を使って「既卒

者」が自主勉強に取り組むことができなければ資格取得（国家試験合格）は難しい。そこで養成校と協力す

ることで、「既卒者」であっても一緒に勉強に取り組む仲間を作り、機運向上につなげていくことが重要であ

る。所属法人内の職員や、卒業した養成校の友人であればなお馴染みやすいだろう。そして勉強方法や

ペースを確立するためには、オンライン教材の活用が考えられる。今回分析結果では、養成校内における

講座の開催や本連盟のオンラインツールの活用は合格率向上に直接的にはつながっていなかった。ただ

し、「既卒者」の場合、勉強時間の確保という課題があるため、勉強時間の確保やペース確立という目的で

のオンライン教材や講座利用は有効であるかもしれない。

・ 最後に、このような取り組みをどこから発信していくのかという課題について触れておきたい。「既卒者」が

現に所属するのは法人である。ただし最初の国家試験の結果（合否）が分かるタイミングではまだ養成校

の所属であることが多く、次年度の国家試験に向けた勉強を促す最初の立場にいるのは養成校ともいえ

る。本事業を通して作成した「既卒者合格支援ガイドライン」（第５章）を踏まえて養成校として「既卒者」に

対する合格に向けた関りをパッケージ化し、それをもとに法人に対して協力を求めていく方法が考えられ

る。他方で、法人として「既卒者合格支援ガイドライン」に基づいた取り組みへの協力要請を養成校に行っ

ていく方法もありえるだろう。どちらからするべきという問題ではなく、どちらからの提案であったとしても、協

力の提案や要請を受けた法人・養成校がそれに応えていき、法人・養成校が協力して「既卒者」の国家試

験合格支援に臨むことが重要といえるだろう。

養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニタリング）の実施 （第４章） 

○ 社会福祉士国家試験対策用の教材等、学習支援ツールの活用による「既卒者」支援の効果の検証、具体

的には「既卒者」の受験勉強に対する学習支援ツールの貢献度や使用感等の把握を目的に実施した。

○ 実施期間は、モニター募集期間を含めると 2023（令和５）年８月から 2024（令和６）年３月までの８ヵ月間。モ

ニターの募集は、社会福祉士養成校４校の協力を得て、各校から卒業生（社会福祉士国家試験受験資格

保有者）を対象に行った。募集の結果、３校から 40 名の応募があり、９月からモニタリングを開始した（10 月

より 39 名に変更）。モニターには、学習支援ツール（本連盟「社会福祉士・精神保健福祉士国家試験受験

集中講座（講義動画視聴権・PointBook）、全国統一模擬試験受験資格、模試過去問３年分」を無償で提供

し、受験勉強および各ツールの使用の状況等に関するアンケートに回答することを求めた。なお、学習支援
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ツールの提供に際しては、前述の「合格完全ガイド」（第２章２－２）および９月からの学習支援ツールの活用

のしかた等をまとめた「学習支援ツール活用ガイド」（第２章２－３）を提供し、学習計画の立案・実行を促した。 

○ 事業委員会において、「既卒者」の受験勉強の難しさとして、受験に向けたモチベーションの維持が指摘さ

れたことを受け、モニターに対し、隔週で国家試験対策や関連情報を内容とするメールを送信した。併せて、

本連盟が運営する合格応援 SNS（LINE、X、YouTube、Instagram）への登録勧奨を行う、定期・不定期での

モニターへの連絡、交流を試みた。アンケートについては、実際の受験勉強の流れや状況の把握を目的に、

モニターの学習意欲の喚起・維持の支援も兼ね、10 月中旬から試験前日まで概ね１ヵ月に一度、４回に

渡って実施した。さらに、国家試験の合否および学習支援ツールに対する評価等の把握を目的に、国家試

験後に１回実施した。なお、これらモニタリングの諸取り組みについては、協力校の教員（本事業委員会委

員）と連絡を取り合い、協力を得ながら実施した。 

○ 第 36 回社会福祉士国家試験後に実施したアンケート（全体アンケート／回答者 26 名）において、学習支

援ツールの受験勉強への貢献度を尋ねたところ、「とても役に立った」との回答が最も多かったのは「集中講

座」の PointBook（26 名中 18 名、69.2%）で、「全国統一模擬試験」（16 名、61.5％）がこれに続いた。「集中

講座」の講義動画は、「役に立った」との回答がある一方、改善提案として「1 科目当たりの視聴時間の短縮

化」や、「動画中にチャプターを設けるなどして短く区切って視聴できること」、「動画中での参照資料の表示」

等が挙げられた。働きながら受験勉強を進めるためには、いわゆる隙間時間の活用も必要であり、そのよう

な「既卒者」の学習スタイルに応じたものへの改善の必要性が示された。

○ 国家試験後の「全体アンケート」では、第 36 回社会福祉士国家試験の合否を尋ねた。2023（令和５）年 10月

中旬から試験日前日までの学習支援ツールの活用状況の集計結果と合わせてみたところ、すべての

ツールを使用したモニターの合格率がその他のモニターを含めた合格率よりも高いことがわかった。前述の

とおり、26 名という限られたモニターの回答を集計した結果であり、合格の要因は教材の内容や使用状況に

よるものだけではないが、今回のモニタリングの活用方法は受験勉強に一定の有効性があることを示すもの

として捉え、これをさらに活かすための教材の内容、学習の進め方、広報の内容・方法等を検討し、社会福

祉士養成校ならびに社会福祉法人等の協力を仰ぎ、さらに多くの「既卒者」の合格支援に取り組みたい。と

くに、受験に向けたモチベーション（学習意欲）の維持のための「既卒者」への連絡、学習計画の立案や学

習方法の確立のための情報提供については、本モニタリングの結果を踏まえ、本連盟の合格応援 SNS

（LINE、X、YouTube、Instagram、note）を活用した取り組みを進めていく。 

継続的な既卒者支援のガイドラインの作成・普及 （第５章） 

○ 「既卒者」の多くが卒業・就職により出身校（社会福祉士養成校）を離れ、働きながら自主的に受験勉強を進

めることとなる。そのため、個々の「既卒者」の受験には勤務先と出身校の両方の理解と支援が必要となる。

一方、より広域的・横断的な取り組みが必要な課題には、養成校の全国組織である本連盟が社会福祉士養

成校とともに社会福祉法人の協力を得て取り組むことが必要である。

○ このような考え方のもと、「既卒者」の合格支援を本連盟、社会福祉士養成校、また「既卒者」の主要な就職

先である社会福祉法人の共通課題と捉え、これからの取り組みの視点や方向性を『社会福祉法人と社会福

祉士養成校のための「既卒者」合格支援ガイドライン』として集約した（第５章）。本ガイドラインは、A４仕上が

りのパンフレット(12 ページ)として印刷し、社会福祉法人および社会福祉士養成校に送付した。同ガイドライ

ンの主な柱立ては、以下のとおりである。

12



・ 社会福祉法人・社会福祉士養成校の皆様へ（前書き） 

・ このガイドラインにおける「既卒者」とは 

・ ChapterⅠ：「既卒者」の受験とその支援をめぐる状況 

Ⅰ－1．「既卒者」の受験をめぐる状況について 

Ⅰ－２．「既卒者」の受験に対する職場（社会福祉法人）の支援について 

Ⅰ－３．「既卒者」を対象とした社会福祉士養成校の国家試験対策について 

・ ChapterⅡ：「既卒者」の合格支援ガイドライン 

Ⅱ－１．「既卒者」の属性と支援対象の考え方 

Ⅱ－２．社会福祉法人における「既卒者」の支援について 

１．社会福祉士資格取得（資格保有者配置）のメリット 

２．社会福祉法人で働く「既卒者」の合格支援 

Ⅱ－３．法人内の「既卒者」職員の国家試験受験勉強へのご配慮・ご支援を 

Ⅱ－４．「既卒者」への合格支援の取り組み事例 

Ⅱ－５．国家試験対策学習支援ツールのご紹介 

Ⅱ－６．社会福祉士養成校における「既卒者」の支援について 

１．「既卒者」の氏名・連絡先の把握、国家試験を受験したか、国家試験の合否 

２．国家試験対策に関する情報の発信・提供、受験や受験勉強に関する質問・相談への対応 

３．在校生向け国家試験対策の「既卒者」への対象拡大 ／ 取り組み例 

４．働きながら受験勉強をする生活に合った国家試験対策の実施 ／ 本連盟の国家試験合格

学習支援ツールのご紹介 

５．「既卒者」支援に関する他の養成校との協力 

６．卒業生の就職先や実習先等、関係先社会福祉法人等に勤務する資格取得希望者への支援 

Ⅱ－７．本連盟（ソ教連）の取り組み 

１．「既卒者」支援に関する事例の収集と共有 

２．教材、模擬試験等、国家試験対策ツールの更新・開発と普及 

３．社会福祉士資格取得希望者の拡大に向けた広報 

・ ChapterⅢ：社会福祉士養成課程新カリキュラムに基づく試験問題への対応 

Ⅲ－１．社会福祉士養成教育、社会福祉士国家試験をめぐる最近の動き 

Ⅲ－２．新たな社会福祉士養成カリキュラムに対応した国家試験の出題内容、出題形式の見直し 

Ⅲ－３．「既卒者」（改訂前カリキュラム修了者）への支援 

○ 本ガイドラインの作成に向け、「国家資格取得支援調査」や「養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニ

タリング）」に基づき検討を重ねたことにより、「既卒者」の受験勉強の実際に即して、「既卒者」の合格支援

に関する課題や必要な取り組みについて一定程度網羅的に整理することができた。 

・ 社会福祉法人に対しては、「既卒者」を含む社会福祉士国家試験受験者の把握を勧奨するとともに、受

験勉強のための休暇取得や業務シフト調整への理解と協力、法人の職員研修制度や資格取得支援制

度への社会福祉士資格取得支援の位置づけ、国家試験対策（参考書購入、模擬試験受験、講座受講

等）への費用補助、国家試験合格時の報奨金支給、法人内での学習会の開催、法人内での社会福祉士

資格取得支援制度の周知・利用勧奨、給与面での評価（社会福祉士資格手当の支給）に関する検討を

提案・依頼した。また、今後の取り組みの参考となるよう、実践事例（２例）を掲載した。 
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・ 社会福祉士養成校には、「既卒者」の氏名・連絡先・国家試験の受験・合否の把握、国家試験対策に関

する情報の発信・提供、在校生向け国家試験対策の「既卒者」への対象拡大、働きながら受験勉強をす

る生活に合った国家試験対策の実施（国家試験対策講座や授業の録画のオンデマンド配信、「既卒者」

からの相談・質問対応への SNS の活用、「既卒者」支援に関する他の養成校との協力を提案・依頼した。 

・ また、本連盟の取り組みとして、「既卒者」支援に関する事例の収集と共有、教材や模擬試験等国家試験

対策ツールの更新・開発と普及、社会福祉士資格取得希望者の拡大に向けた広報を掲げた。さらに、

2024 年（令和６）度実施の第 37 回社会福祉士国家試験より、新たな社会福祉士養成教育カリキュラムに

対応した出題が行われることから、「既卒者」（改訂前カリキュラム修了者）への支援として、第 36 回試験

の出題基準と新カリキュラムに対応した第 37 回試験の出題基準の比較表の提供と、第 37 回試験向け国

家試験対策ツールの提供（いずれも 2024（令和６）年度の取り組み）を掲げた。 

○ 今後は、本ガイドラインをもとに、社会福祉法人や社会福祉士養成校に対し、継続的に「既卒者」の合格支

援への取り組みを呼びかけるとともに、「既卒者」の受験勉強に有用（※5）な学習支援ツールの提供、実践事

例の収集・共有等に取り組み、本事業の目的である「既卒者」の国家試験受験に対する継続的な支援体制

の充実・強化を図る。 

※5 「養成校モニタリング」の結果から、「既卒者は、効率的に復習・確認できるよう要点がコンパクトにまと

まっているツールや、通勤時間や休憩時間等の短い時間で使用・視聴しやすい構成・内容のツール

を有用と感じていることがうかがわれた。 
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第２章 

既卒者の学習計画の 

立案、実行の支援 
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２－１ 目的と実施概要 

「既卒者」の多くは、養成校在籍中と異なり、日常的に教員や他の受験生と接する機会が限られるため、自身

の環境・状況に応じた学習計画、学習方法を自力で考え、実行することが必要である。また、多くの「既卒者」に

とって、一人で学習意欲を高め、限られた余暇時間の中から学習時間を確保していくことは難しい。とくに、新

卒の「既卒者」の場合、就職直後の１年間は新しい体験の連続であり、心身の負担も大きいことから、受験勉強

を進めづらいことは想像に難くない。 

さらに、最近は、受験勉強の経験に乏しい学生も多く、自ら学習の計画を立て、試験日に向けて学習を進め

るための基本的な学習方法から教える必要がある場合も少なくない。 

これらのことを踏まえ、「既卒者」自身による学習計画の立案および学習方法の選択・活用の支援を目的に、

「既卒者」の学習ハンドブックとして、「社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け」お

よび「学習支援ツール活用モニタリング」（※）用の「学習支援ツール活用ガイド」を作成した。 

※「学習支援ツール活用モニタリング」 … 第４章参照 

 

２－２ 社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け 
２－２－１ 目的 

前述のとおり、「既卒者」にとって就職直後の１年間は社会人としての経験を積むことが優先され、受験勉強

を計画的に進めることが困難になっている。社会人としての心身の負担も大きく、なかなか受験勉強に取り組む

ことが難しい。そのため、国家試験合格の指針となる「社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年

２月試験向け」（以下、本章において「合格完全ガイド」）を提供することにより、計画的な受験対策を打つことが

でき、受験までのスケジュールを確認しながら、いつ学習支援ツールを活用すればよいか、また、この時期はど

のような対策を講じればよいかを順序立てて考えられるようサポートする。 

多様化、複雑化、複合化する福祉ニーズに対応するために社会福祉士養成校、社会福祉法人（職場）との

連携によって一人でも多くの社会福祉士・精神保健福祉士の量的確保を目的として「合格完全ガイド」を制作し

た。 

 

２－２－２ 概要 

社会福祉士国家試験合格のために必要な学習ツールは多くあるが、ただやみくもに使うだけでなく、計画的

な進め方で効果的に使えるように「合格完全ガイド」を作成した。 

（１）合格するための５つのアイテム 

① 社会福祉士・精神保健福祉士 国家試験受験集中講座（講義動画） 

② PointBook（上記①集中講座の講義動画視聴用テキスト） 

③ 全国統一模擬試験 

④ 模擬試験 過去問題（３年分） 

⑤ 合格応援 SNS（受験者が集うＳＮＳ） 

この５点を計画的・効果的に活用し、基礎固めから追い込みまでのスケジュールで何を進めればよいかを示

す内容とした。なるべく手軽に読めて多くの情報を網羅できるようにＢ５判の版面で観音８面開きのパンフレット

既卒者の学習計画の立案、実行の支援 ２ 
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仕様とした。主な対象を３年以内に社会福祉士養成校を卒業した若年「既卒者」とし、若者に共感されるような

デザインと書面になるよう留意した。主な内容は、次のとおりである。 

 

（２）具体的な活用方針 

① ～４月 ： 国家試験受験のための復習と基礎固め 

② ５月～ ： 受験対策書籍で受験勉強開始 

③ ７月～ ： 模擬試験過去問題の解答と過去問題正答解説集の熟読 

④ ８月～ ： 受験集中講座（講義動画）の視聴 

⑤ ９月～ ： 講義動画視聴用テキスト「ＰｏｉｎｔＢｏｏｋ」の熟読 

⑥ 10 月～ ： 全国統一模擬試験の受験 

⑦ 11 月～ ： ３年分の模擬試験過去問題の解答、ＳＮＳの双方向発信と情報共有 

⑧ １月～ ： 誤答問題の再解答、集中講座のリピート視聴、参考書の再読 

以上のようなスケジュールで２月の国家試験合格を目指す。 

 

２－２－３ 配布状況等 

（１）社会福祉法人への配布 

① 全国 13,403 事業所へ 5 部／事業所として 67,015 部配布 

② 社会福祉法人で就業している受験資格を持つ「既卒者」(職員)を対象に法人内で周知を依頼した。 

③ 一方通行の配布であり、反応が不明確になってしまい、情報が収集できる双方向性の施策展開が必

要であった。 

 

（２）ソ教連会員校への配布 

① 会員校 258 校へ 5 部／会員校として 1,285 部配布 

② 夏休み前に配布したことにより夏期講習会にて配布した養成校が多かった。 

③ 一方通行にならないように追加配布の希望返答を求めた。 

④ 49 校／258 校(19％)から追加希望が来て、3,674 部を郵送した。 

⑤ 「既卒者」とメールや郵便でコンタクトできる会員校 33 校／49 校(69％)に周知された。 

 

（３）模擬試験会場にて配布 

① 2023（令和５）年度の本連盟模擬試験の実施会員校のうち、受験者数 30 名以上の会員校 79 校へ人

数分の 7,450 部を郵送した。 

② 模擬試験開催３日前に試験当日の試験官（教員）79 名に電話にて配布を依頼した。 

③ 79 校の試験官から当日試験後に全員に配布したとの返答を確認した。 

 

２－２－４ 社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け 【p.18】 
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社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け（見本） 【本章２－２参照】 
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２－３ 学習支援ツール活用ガイド（モニター用） 

２－３－１ 目的 

本事業において実施した「養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニタリング）」（以下、「モニタリング」／

第４章参照）において、モニタリング参加者（以下「モニター」）に対し、本章２－２「社会福祉士・精神保健福祉

士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け」を提供し、第 36 回社会福祉士国家試験（2024（令和６）年２月４日）

に向けた学習計画の立案支援を行った。その際、補足資料として、モニターに提供する各種学習支援ツール

（次項参照）のモニタリング開始月（※）以降の活用方法を「学習支援ツール活用ガイド」（以下、「活用ガイド」）と

してまとめ、モニターに提供した。 

※ 2023（令和５）年９月 

 

２－３－２ 概要 

 活用ガイドで活用方法を説明したツールは、以下のとおりである。詳細は、第４章を参照されたい。 

○ 社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年２月試験向け 

○ 2023 年度社会福祉士・精神保健福祉士国家試験受験集中講座 

・ ビデオ・オン・デマンド（VOD）方式講義動画視聴権 

・ PointBook（講義動画視聴用テキスト） 

○ 全国統一模擬試験（共通科目、社会福祉士専門科目） 

○ 全国統一模擬試験 過去問（同上）（３年分） 

○ 合格応援 SNS（LINE、X、YouTube、Instagram） 

 

活用ガイドでは、それぞれの学習支援ツールの概要、使用の方法・時期を提案、説明した。活用ガイ

ドの作成に当たっては、以下のことに留意した。 

○ 仕事等により学習計画の立案や学習時間の確保が難しい「既卒者」が気軽に学習支援ツールの使用

に着手できるよう、簡潔かつ具体的に学習支援ツールの使用方法を説明する。 

○ 学習支援ツールを組み合わせ、一体的に活用できるよう提案する。 

 

 活用ガイドの使用状況についてモニターアンケート（第４章および調査編２参照）において尋ねたと

ころ、回答者の９割が活用ガイドを「よく見た」「たまに見た」と回答した。一方、回答者の１割は「まっ

たく見なかった」と回答した。 

同じく、受験勉強への活用ガイドの効果等について尋ねたところ、回答者の約４分の３が「学習支援

ツール活用ガイド」が使用し、約４分の１使用がしなかった。使用したモニターの８割強が「役に立っ

た」と回答し、２割弱は「あまり役に立たなかった」と回答した。 

 

２－３－３ 学習支援ツール活用ガイド 【p.20】 
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第３章 

国家資格取得支援調査 
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３－１ アンケート調査の概要 

既卒者の受験勉強の現状や課題、勤務先の社会福祉法人による社会福祉士資格取得支援および社会福

祉士養成校における既卒者の国家試験対策の現状等を把握し、もって既卒者の合格支援に向けた課題を明ら

かにすべく、次の３つの調査を実施した。 

№ 調査名称 実施期間 

1 社会福祉法人調査 2023 年 9 月 25 日～2023 年 10 月 16 日 

2 法人所属 社会福祉士受験者調査（既卒者調査） 2023 年 9 月 25 日～2023 年 10 月 16 日 

3 社会福祉士養成校調査 2023 年 8 月 22 日～2023 年 10 月 16 日 

３－２ 調査の目的と内容 

３－２－１ 社会福祉法人調査 

（１）調査の目的

既卒者が福祉現場で働きながら資格取得に向けた学習をするために必要な支援内容と体制について検討

するための情報を把握する。 

（２）調査内容

社会福祉士の雇用状況、社会福祉士資格保有者である職員への期待、職員の社会福祉士取得に関する法

人としての意向と取り組み（支援）に関する事項を尋ねた。 

なお、設問の詳細は、本報告書「調査編」の「1．国家資格取得支援調査」を参照されたい。以下、同様。 

３－２－２ 法人所属 社会福祉士受験者調査（既卒者調査） 

（１）調査の目的

既卒者が福祉現場で働きながら資格取得に向けた学習をするために必要な支援内容と体制について検討

するための情報を把握する。 

（２）調査内容

社会福祉士国家資格の取得意向、働きながら受験する難しさ、職場の支援に関する事項を尋ねた。

３－２－３ 社会福祉士養成校調査 

（１）調査の目的

養成校を卒業後、働きながら社会福祉士国家試験の勉強に取り組む受験生が合格するために必要な支援

内容と体制について検討するための情報を把握する。 

（２）調査内容

卒業生の就職先（業種）、社会福祉士国家資格の受験者数・合格者数、国家試験不合格または未受験の既

卒者の氏名・連絡先の把握状況、在校生／既卒者を対象とする国家試験対策等に関する事項を尋ねた。 

国家資格取得支援調査３ 
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３－３ 調査の実施方法と結果 

各調査の対象、実施方法、設問別の集計結果については、本報告書「調査編」の「1．国家資格取得支援調

査」を参照されたい。 

３－４ 既卒者の社会福祉士資格取得に関する現状と今後の課題に関する考察 

３－１で記載したとおり、本調査研究事業では社会福祉士国家試験受験資格を保有し、かつ国家資格未取

得である者（以下、「既卒者」）に対して、社会福祉士合格支援（以下、本章において「資格取得支援」）の現状と

課題を明らかにすることを目的に調査が実施された。調査対象は、社会福祉法人の組織・機関決定に携わる経

営的な立場に就いている者（以下、「法人調査」）、社会福祉法人に勤めながら社会福祉士の国家試験合格に

向けて受験勉強に取り組んでいる者（以下、本章において「既卒者調査」）、社会福祉士養成校の養成課程に

責任を有する者（以下、「養成校調査」）であった。 

３－４－１ 既卒者の社会福祉士資格取得に関する現状と今後の課題に関する考察の要点 

〇 既卒者の合格率は新卒者の 1/2 程度に留まり、依然として勤めながら国家試験に合格することの難しさ

が示されたことから、今後も既卒者に対する資格取得支援を促進していく必要がある。 

〇 多くの社会福祉法人が社会福祉士への期待と資格取得への意向を持っており、既卒者は法人からの期

待や要請を受けながら国家試験に臨んでいる。こうした期待や要請は既卒者への強いプレッシャーや負

担感にもつながる可能性があることから、資格取得支援として心理的側面についてもフォローできることが

望ましい。 

〇 既卒者は働きながら受験勉強することについて、意欲の維持・勉強方法の確立・勉強できる環境確保に

おいて困難感を抱いているため、法人および養成校は資格取得支援として上記内容について重点的に

取り組む必要がある。 

〇 法人として社会福祉士国家試験の受験・合格は推奨しつつも、既卒者の合格に向けた具体的支援策に

ついては法人内で十分に講じられていない現状があるため、資格取得に必要なニーズを把握し、既卒者

の実情に即した支援策の拡張を図っていくことが求められる。 

〇 養成校は養成課程の中で可能な限り学生と接点を持ち、卒後もその関係性を維持したうえで資格取得支

援の基盤とする必要がある。 

〇 養成校所在地から離れた勤務地で就職する既卒者も想定し、ＩＣＴを積極的に利活用した資格取得支援

体制の構築や、卒業生に限らず広く既卒者の資格取得支援を支援するリカレント教育の実施など、各養

成校で実施体制の工夫が求められる。 

〇 国家試験対策支援では養成校教員などが頑張るのではなく、新卒者・既卒者問わず受験者自身が頑張

れるように支えていくことがポイントとなる。 

〇 いくら周囲が国家試験対策支援を行ったとしても適切な方向に向けた適切な取り組みでなければ合格と

いう結果につなげることは難しい。 

〇 既卒者の国家試験対策支援においても既卒者自身が頑張れるような環境整備・機運向上が必要であり、

そのためには法人と養成校とが協同で取り組むこと、また勉強のペースを作るためのオンライン教材の活

用などがポイントとなる。 
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３－４－２ 国家試験合格の現状と資格取得に対する意向 

本項では、まず、調査結果に基づき、既卒者の受験状況や社会福祉法人の資格に対する期待等を踏まえた

社会福祉士国家資格を取り巻く現状について考察を行う。 

（１）社会福祉士国家試験受験状況に関する現状

調査の結果、直近３ヵ年の社会福祉士国家試験（2021 年（第 33 回）、2022 年（第 34 回）、2023 年（第 35 回）

実施）における養成校ごとの既卒者受験者数は、2021 年（第 33 回）、2022 年（第 34 回）の平均値は横ばい（各

養成校の平均：約 65 人）であったが、2023 年（第 35 回）試験では平均 69 人となり増加していることがわかった

（表１）。こうした既卒者の傾向には、2024 年の第 36 回社会福祉士国家試験が旧カリキュラムでの最後の試験

になることが少なからず影響しているものと考える。つまり、第 37回国家試験からは新カリキュラムの内容が問題

に反映されるようになることから、現行のカリキュラムで対策してきた既卒者は第 36 回までに合格したいという意

向が高まり、受験者の増加につながった可能性があるだろう。合格率は 2022年（第34回）試験では平均19.0％

であったことに比べ、2023 年（第 35 回）試験では平均 32.3％となり、受験者増に加え合格率も上昇していた（養

成校調査－Q5）。社会福祉振興・試験センターによる 2023 年（第 35 回）試験の結果では、既卒者・新卒者を含

めた全体の合格率が 44.2％と、前年（2022 年試験）より 13.1 ポイントも上昇し、過去 10 年で最も高い合格率と

なっていた。このような状況も影響して、本調査の結果における合格率も上昇したと考えられる。しかし、新卒者

と既卒者の合格率を比較すると、既卒者の合格率は新卒者の 1/2 程度に留まり、依然として勤めながら国家試

験に合格することの難しさが示された結果となった。 

なお、本調査結果における３ヵ年の既卒受験者数や合格率は、社会福祉振興・試験センターが発表している

国家試験全体の値よりもやや高い値を示していたものの、年次推移や既卒受験者・新卒受験者の傾向などに

おいてほぼ同様の傾向を辿っていたことから、一定の代表性が担保されているものと考える。 

表１：養成校調査における直近 3 か年の国家試験平均受験者数と平均合格率 

2021 年試験 2022 年試験 2023 年試験 

既卒者 平均受験者数／平均合格率 65 人／16.0％ 65 人／19.0％ 69 人／32.3％ 

新卒者 平均受験者数／平均合格率 49 人／51.0％ 50 人／51.8％ 52 人／65.0％ 

社会福祉・試験振興センター公表結果 合計：29.3％ 合計：31.1％ 合計：44.2％ 

（２）国家資格に対する現場の期待と資格取得支援の必要性

法人調査において、法人が国家試験受験資格を保有する職員（既卒者）にどの程度社会福祉士国家試験

の受験および合格を推奨しているかたずねたところ、「推奨している」とする法人は 476件（44.9％）であり、「少し

は推奨している」の 239 件（22.6％）と合わせると７割近くの法人が既卒者に社会福祉士の受験・合格を推奨し

ていることが示された（法人調査－Q９）。既卒者調査においても、既卒者が現在の職務に関して職場から取得・

保有を求められている資格として「社会福祉士」と回答した者が 234 件（62.1％）おり、次に多かった「介護福祉

士」の 114 件（30.2％）に比べて高い要請度であることがうかがえた（既卒者調査－Q8）。 

法人が社会福祉士に期待している具体的職務をたずねた結果、個別支援や連携・協働体制の構築、地域

支援について６割以上の法人が社会福祉士に「期待している」と回答しており、相談援助業務や他機関連携、

地域福祉実践における活躍に高い期待度がうかがえた（法人調査－Q8）。また、合格を後押しするインセンティ

ブとして社会福祉士所持者に対する資格手当を設けている法人も 551 件（54.9％）あった（法人調査－Q11）。

法人としての国家資格取得に対する意向や資格への期待には差異があるものの、多くの法人が社会福祉士に
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対する期待と、資格取得を推奨する意向を持っており、既卒者はこうした法人からの期待や要請を受けながら

国家試験に臨んでいることが明らかとなった。また、既卒者調査の結果でも、2024 年の第 36 回社会福祉士国

家試験に「絶対に取得（合格）したい」とする回答が 171 件（50.7％）と最も多く、「とても取得（合格）したい」の 82

件（24.3％）と合わせると全体の 7 割以上が取得（合格）に向けて強い意向を持っていた（既卒者調査－Q13）。 

しかし、このように既卒者は国家試験合格に強い意向を持ちつつも、社会人として働きながら受験勉強する

際の難しさとして 62.3％の既卒者が「勉強時間の確保」を挙げており、仕事と受験勉強の時間的両立に困難感

を抱えていることがわかった。他にも「勉強意欲の維持（51.3％）」や「勉強方法の確立（42.4％）」「勉強に適した

環境の確保（41.2％）」など、受験勉強に関する気持ち・方法・環境面においてもそれぞれ半数前後の既卒者が

難しさを感じている状況が明らかとなった（既卒者調査－Q15）。自由記述でも「勤務する上で資格取得は要件

だが、取得した場合のメリットなどがないため、意欲的にできていない部分がある。また、日常的に業務が忙しく、

疲労などにより就労後は学習意欲が低下してしまうため、継続的な学習ができていない。」といった声が見られ

た。ここから、合格に向けて受験勉強を充実させていくためには、職務とバランスさせていく必要があるものと考

える。既卒者の中には 2024 年試験が通算 3 回目以上の受験であると回答した者が 168 件（45.9％）いることか

らも（既卒者調査－Q12）、既卒者の合格を後押しするためには、資格取得に向けた認識を法人内で振り返ると

ともに、職場としても既卒者が職務と勉強の両立を図れるような体制整備を行うなど、国家資格取得に向けた支

援策を講じていくことが求められる。 

３－４－３ 既卒者に対する資格取得支援の現状と課題 

（１）法人による資格取得支援の現状と課題

上記（２）のように、既卒者の合格を後押しするために資格取得支援として法人が積極的に関与していくこと

が求められる。しかしながら、法人が実施している資格取得支援の現状についてみてみると、「国家試験当日や

受験勉強期間の業務調整」についてのみ５割近くの法人が「実施している」あるいは「一部実施している」と回答

しているが、その他の項目については「実施していない」に回答が偏る傾向にあった（法人調査－Q10）。こうし

たことから、法人として社会福祉士国家試験の受験・合格は推奨しつつも、既卒者の合格に向けた具体的支援

策については十分に講じられていない現状が示された。 

既卒者から見た所属法人の資格取得支援実施状況（既卒者調査－Q17）でも、法人の回答傾向とほぼ同様

の傾向を示していたが、業務調整や費用補助、奨励金支給については「わからない」とする回答が 1 割以上

あった。受験に係る業務調整や経済的支援の有無について受験者側から法人へたずねることへの精神的負担

を考えると、既卒者が受験勉強に集中できる環境をつくるうえで、まずは法人側から資格取得支援の有無や具

体的な支援内容を日頃から職員に明示しておく必要があるものと考える。 

既卒者が必要性を感じる資格取得支援については、「国家試験当日や受験勉強期間の業務調整」が最も高

く、次いで「国家試験合格時の奨励金支給」、「国試の参考書購入・模擬試験受験・対策講座受講等の費用補

助」であった（既卒者調査－Q18）。最も高いニーズであった「国家試験当日や受験勉強期間の業務調整」でさ

え、実施している法人は半数に満たない。同様に「国家試験合格時の奨励金支給」、「国試の参考書購入・模

擬試験受験・対策講座受講等の費用補助」についても、ニーズと実施状況との間に乖離が見られた。そのため、

法人は既卒者の声を聴くことで資格取得に必要なニーズを把握し、既卒者の実情に即した支援策の拡張を

図っていくことが求められる。 
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法人による資格取得支援の実施状況（法人調査－Q10） 

所属事業所（法人）での資格取得支援の実施状況（既卒者調査－Q17） 

所属事業所（法人）での資格取得支援の必要性（既卒者調査－Q18） 

（２）養成校による資格取得支援の現状と課題

既卒者への資格取得支援については、日ごろから社会福祉士養成を行っている養成校がフォローできること

も少なくないはずである。在校生（新卒者）に向けた資格取得支援として現在養成校が取り組んでいる内容では、

「国試対策に有用な情報を積極的に提供している」が最も多く 134 件（77.0％）であった。次いで、「教員が国試

対策の講座を担当している」の 122 件（70.1％）、「養成校を会場として各種模擬試験を実施している」の 121 件

（69.5％）、「受験勉強するためにいつでも使えるスペース（教室等）を確保している」の 109 件（62.6％）が続い

た。国家試験対策講座やテキスト購入、模擬試験に係る費用の補助といった経済面での支援を行っているとす

る養成校も 1 割程度あり、在校生に対しては教員や場所といった養成校の持つ資源を活用した資格取得支援

が展開されていることがわかった（養成校調査－Q7）。 

しかし、卒業生（既卒者）への支援では「なにもしていない」とする回答が目立ち、資格取得支援を行っていた

としてもその実施状況は在校生（新卒者）への支援と比べて顕著に低調であった。養成校に不合格者・未受験

者の「氏名」と「連絡先」の把握状況をたずねた結果でも、一定の把握がなされていた「氏名」に比べ、「連絡先」

の把握はあまり進められていない結果が示されており（養成校調査－Q6）、養成校と既卒者との接点が少ない

現状が根本的な課題として明らかになった。こうした状況の理由について、自由記述では「通信課程であるため、

修了後の関係性を維持することが難しい」や「（合格が）発表されてから学生に会うのが卒業式の１回ほどしかな

と ても

必要

まあまあ

必要

少し は必

要

必要では

ない
合計

事業所内での国試の勉強会の開催 47 81 118 100 346

国試当日や受験勉強期間の

業務調整
158 88 65 35 346

国試の参考書購入・ 模擬試験

受験・ 対策講座受講等の費用補助
97 102 85 62 346

国家試験合格時の奨励金支給 157 80 66 43 346

13.6

45.7

28.0

45.4

23.4

25.4

29.5

23.1

34.1

18.8

24.6

19.1

28.9

10.1

17.9

12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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く、不合格だった学生に声をかける方法が難しいと感じる」といった養成校と既卒者の関係性を維持し続けるこ

とへの困難感が示されていた。既卒者との関係が疎遠になってしまうと、養成校側の資格取得支援はどうしても

受動的、消極的になってしまう。養成校における資格取得支援を充実させるためにも、まずは養成課程の中で

可能な限り学生と接点を持ち、卒後もその関係性を維持できるよう努める必要があるものと考える。その上で、既

卒者の受け皿として養成校がどのように資格取得支援を行っていくべきかという点について、既卒者の実態を

踏まえた支援方法の検討が求められる。また、養成校所在地から離れた勤務地で就職する既卒者もいることか

ら、物理的な理由で卒業した養成校からの資格取得支援を受けられない状況も想定する必要がある。こうした

課題を克服するためには、ＩＣＴを積極的に利活用した資格取得支援体制の構築や、卒業生に限らず広く既卒

者の資格取得支援を行うリカレント教育の実施など、実施体制の工夫が重要な要素になるであろう。 

養成校における不合格者・未受験者の「氏名」「連絡先」把握状況（養成校調査－Q6） 

養成校における新卒者・既卒者への資格取得支援の実施状況（養成校調査－Q7 と Q9） 

氏名の

把握
%

連絡先

の把握
%

すべての不合格者・ 未受験者の

ものを把握している
104 60. 8% 76 45. 5%

ほとんどの不合格者・ 未受験者

のものを把握している
30 17. 5% 35 21. 0%

ある程度の不合格者・ 未受験者

のものを把握している
24 14. 0% 31 18. 6%

あまり 不合格者・ 未受験者のも

のは把握していない
7 4. 1% 11 6. 6%

まったく 不合格者・ 未受験者の

もの把握していない
6 3. 5% 14 8. 4%

合計 171 100. 0% 167 100. 0%

0 20 40 60 80 100 120

氏名の把握

連絡先の把握

新卒 既卒

なにもしていない 3 60

教員が国試対策の講座を担当している 122 29

指定科目に関する授業を自由に聴講できるよう に

している
15 1

指定科目に関する授業を録画し 、

自由に視聴できるよう にしている
3 2

過去問活用ソフト （ 試験問題自動作成アプリ ） を

用いて作問し 、 問題演習を実施している
19 6

外部の業者と契約して国試対策の講座を

開講している（ 無料・ 有料を問わない）
67 31

国試対策の講座（ 教員実施・ 業者実施問わない） を

録画し 、 自由に視聴できるよう にしている
42 24

外部の業者が実施している国試対策講座を

受講する場合の費用を補助している
29 6

養成校を会場として各種模擬試験を実施している 121 21

各種模擬試験の受験量を補助している 43 4

国試対策テキスト の購入費用を補助している

（ 一括購入・ 配布を含む）
31 4

有料の国試対策アプリ を利用する費用を補助し ている 9 2

国試対策に有用な情報を積極的に提供している 134 55

試験勉強の状況を把握・ 管理・ 助言している 96 17

学習グループを作り 勉強会を開催している

（ 学校主導）
55 3

受験勉強をするためにいつでも使用できるスペース

（ 教室等） を確保している
109 18

その他 21 25

0 15 30 45 60 75 90 105 120 135 150

新卒

既卒

各種模擬試験の受験料を補助している 
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３－４－４ 養成校の入学定員充足率等 

養成校調査では、2021（令和３）年度から 2023（令和５）年度までの３ヵ年度分の社会福祉士養成課程（以下、

「養成課程」）の定員充足率及び新卒者の就職分野についても回答を得た。 

本項では、他の団体が公表している全国すべての私立大学の定員充足状況と、養成校調査により得られた

本連盟会員校の養成課程における定員充足状況等を概観する。 

（１）『私立大学・短期大学等入学志願動向』（日本私立学校振興・共済事業団）の各年度報告書に見る私立大

学の概況（年次集計）

私立大学全体の入学定員では、2017（平成 29）年度からの７年間で約２万５千人増加しているものの、定員

充足率が 100%に満たない大学の統計を取り始めた 2018（平成 30）年度以降、定員充足率が 100％未満の私

立大学は、2020（令和２）年度以降増加しており、2023（令和５）年度では、私立大学 600 校のうち、320 校

（53.3%）で定員割れを起こしている。 

（２）本研究事業の養成校調査の結果に見る社会福祉士養成課程の入学定員、入学者数、定員充足状況等

① 入学定員数

回答のあった養成課程（大学・短大）のうち、定員数は３年度とも 51 人～100 人以下が最も多く 36%～38%、次

いで 50 人以下が 35%～36%となっており、入学定員 100人以下の養成課程（大学・短大）の割合は 7 割超となっ

ている。 

50人以下 51人以上
100人以下

101人以上
150人以下

151人以上
200人以下

201人以上 合計

度数n=139 49 53 14 13 10 139

有効% 35.3 38.1 10.1 9.4 7.2 100.0

度数n=140 49 53 15 13 10 140

有効% 35.0 37.9 10.7 9.3 7.1 100.0

度数n=138 49 50 17 12 10 138

有効% 35.5 36.2 12.3 8.7 7.2 100.0

2022年度

2023年度

2021年度 35.3%

35.0%

35.5%

38.1%

37.9%

36.2%

10.1%

10.7%

12.3%

9.4%

9.3%

8.7%

7.2%

7.1%

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

私立大学の概況
2011

(572)

2012

(577)

2013

(576)

2014

(578)

2015

(579)

2016

(577)

2017

(581)

2018

（582）

2019

(587)

2020

(593)

2021

(597)

2022

(598)

2023

(600)

入学定員 452,997 455,790 458,456 460,251 463,697 467,525 477,667 484,986 487,065 491,012 495,162 498,019 502,635

入学者数 481,959 474,892 484,024 477,631 487,061 488,209 499,678 497,773 500,083 503,830 494,213 502,199 500,599

入学定員充足率(%) 106.39% 104.19% 105.58% 103.78% 105.04% 104.42% 104.61% 102.64% 102.67% 102.61% 99.81% 100.84% 99.59%

入学定員充足率が100%未満の大学数割合(%) - - - - - - - 36.1% 33.0% 31.0% 46.4% 47.5% 53.3%

入学定員充足率が100%未満の大学数 - - - - - - - 210 194 184 277 284 320
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② 入学者数

回答のあった養成課程（大学・短大）のうち、入学者数では 50 人以下が最も多く 37%～39%、次いで 51 人～

100 人以下が 32%～35%となっている。入学定員と同様、入学生数 100 人以下の養成課程（大学・短大）の割合

は７割超となっている。 

③ 定員充足率

回答のあった養成課程（大学・短大）の定員充足状況をみると、充足率 60%未満の課程は 2021（令和３）年度

（14.0%）から 2023（令和５）年度では 16.7%と増加している。また、定員充足率 100%未満の課程は３ヵ年とも５割

前後で推移している。 

50人以下 51人以上
100人以下

101人以上
150人以下

151人以上
200人以下

201人以上 合計

度数n=137 52 45 17 12 11 137

有効% 38.0 32.8 12.4 8.8 8.0 100.0

度数n=139 52 49 16 11 11 139

有効% 37.4 35.3 11.5 7.9 7.9 100.0

度数n=133 53 42 18 10 10 133

有効% 39.8 31.6 13.5 7.5 7.5 100.0

2022年度

2023年度

2021年度 8.0%

7.9%

7.5%

8.8%

7.9%

7.5%

12.4%

11.5%

13.5%

32.8%

35.3%

31.6%

38.0%

37.4%

39.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

度数n=136 有効% 累積% 度数n=138 有効% 累積% 度数n=132 有効% 累積%

10%未満 0 0.0 0.0 1 0.7 0.7 1 0.8 0.8

10%～20%未満 1 0.7 0.7 0 0.0 0.0 1 0.8 1.5

20%～30%未満 2 1.5 2.2 1 0.7 1.4 4 3.0 4.5

30%～40%未満 3 2.2 4.4 4 2.9 4.3 4 3.0 7.6

40%～50%未満 9 6.6 11.0 4 2.9 7.2 5 3.8 11.4

50%～60%未満 3 2.2 13.2 9 6.5 13.8 5 3.8 15.2

60%～70%未満 8 5.9 19.1 7 5.1 18.8 11 8.3 23.5

70%～80%未満 8 5.9 25.0 7 5.1 23.9 5 3.8 27.3

80%～90%未満 13 9.6 34.6 13 9.4 33.3 14 10.6 37.9

90%～100%未満 19 14.0 48.5 25 18.1 51.4 17 12.9 50.8

100%～110%未満 51 37.5 86.0 47 34.1 85.5 49 37.1 87.9

110%～120%未満 11 8.1 94.1 12 8.7 94.2 11 8.3 96.2

120%以上 8 5.9 100.0 8 5.8 100.0 5 3.8 100.0

合計 136 100.0 － 138 100.0 － 132 100.0 －

2022年度 2023年度2021年度

41



また、2023（令和５）年度の定員充足状況（充足率）を、定員充足率 90%ラインの２区分で三大都市圏（埼玉、

千葉、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫）とそれ以外の所在地区分でクロス集計したところ、充足率 90%未

満の養成課程（大学・短大）が、三大都市圏では約 3 割であるのに対し三大都市圏以外では約５割であった。 

 さらに、三大都市圏（埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫）とそれ以外の所在地区分と、

「2023 年度卒業生の福祉医療への就職割合」（就職割合 50%ラインの 2 区分）とでクロス集計したところ、三大都

市圏の養成課程（大学・短大）では、 50%以上の学生が福祉医療に就職している学校の割合は 4 割であるのに

対し、三大都市圏以外の養成課程（大学・短大）では 7 割近くに上っており、三大都市圏よりも地方の大学の養

成課程の方が、学生が福祉医療に就職する割合が高いことが明らかとなった。 

既卒者を含む社会福祉士有資格者を将来にわたって全国くまなく安定的に確保していくことと大学等養成校

の経営状況（定員充足率など）の現状を整理すると、 

1） 福祉系大学の養成課程の定員充足状況については、私立大学全体の状況と同様に減少傾向にあり、

2） 三大都市圏（埼玉・千葉・東京・神奈川・愛知・京都・大阪・兵庫）の大学の養成課程よりも、三大都市圏

以外の地方大学の養成課程の方が、定員充足状況が厳しい一方、

3） 三大都市圏よりも地方大学の養成課程の方が、学生の福祉医療への就職割合が高く、三大都市圏では

福祉医療関係以外の産業に人材が多く流出している

ということが言える。 

地方大学等社会福祉士養成校については、学生の福祉への就職割合が高く地方の福祉人材確保の源泉と

なっているものの、少子化によって入学者が減少している現状が明らかとなった。福祉人材を安定的に確保し

ていくために、地方大学は ICT を活用した効果的かつ効率的な教育活動等を行いつつも、地方自治体や社会

福祉法人等事業所（実習指定施設）が、地方大学の福祉人材養成に係る実習教育への積極的な協力や、既

卒者への国家資格取得のための支援を積極的に行うなど、養成教育・実践現場・行政が総力を挙げた対策が

欠かせない。 

また、都市部において福祉医療への就職割合が少ないということは他産業に人材が流出しているということで

ある。都市部では就職先が多様に選択できることに加え、給与等待遇面で他産業が優位に学生を獲得できる

状況があることが考えられる。従って、都市部の福祉人材を安定的に確保していくためには、とりわけ福祉分野

の給与等の待遇を他産業（一般企業）に遜色のないものとなるよう改善を図り、かつ「他産業（一般企業等）より

も就職先として選択したくなる」ような仕事・職場の魅力や、「社会福祉士資格を取得する事が福祉分野に就職

する上で有利になる」等のメリット感を福祉産業全体が一丸となって学生に伝えていく必要があろう。 

90%未満 90%以上

度数 17 44 61

% 27.9% 72.1% 100.0%

度数 35 36 71

% 49.3% 50.7% 100.0%

度数 52 80 132

% 39.4% 60.6% 100.0%

三大都市圏以外

合計

三大都市圏

2023年度定員充足率
合計

50%未満 50%以上

度数 37 25 62

% 59.7% 40.3% 100.0%

度数 23 50 73

% 31.5% 68.5% 100.0%

度数 60 75 135

% 44.4% 55.6% 100.0%

三大都市圏

三大都市圏以外

合計

2023年度卒業生の福
祉医療への就職割合 合計
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３－４－５ 養成校の入学定員・入学定員充足率と国家試験合格率との関係 

（１）新卒者の合格率と養成校入学定員・定員充足率との関係性

① 養成校の入学定員と新卒者の合格率の関係

まず、養成校の入学定員と新卒者の社会福祉士の国家試験合格率との関係性を整理した結果、入学定員

が多い養成校ほど新卒者の合格率が低いことが示された（表２）。特に 2022 年（第 34 回）試験、2023 年（第 35

回）試験の合格率には 2021 年入学定員が有意に関連していた（一元配置分散分析）。 

ただし、2021 年度の入学生が国家試験を受験するのは 2025 年（第 37 回）試験であるため、今回の分析した

2021 年（第 33 回）～2023 年（第 35 回）試験の合格率に直接関連するとはいえない。本分析は養成校が設置

している養成課程の規模が合格率とどのように関係しているのかを検討するという視点から実施したものであり、

その意味では一定の妥当性があると考える。 

表２：養成校の養成課程を設置している学科・コースの入学定員（2021 年）と新卒者合格率の関係 

合格率 

2021 年入学定員 
2021 年試験 2022 年試験 2023 年試験 

50 人以下 56.3％（N=50） 57.4％（N=51） 72.7％（N=51） 

51 人以上 100 人以下 50.9％（N=58） 52.1％（N=59） 64.2％（N=60） 

101 人以上 45.8％（N=53） 46.1％（N=54） 58.5％（N=53） 

合計 50.9％（N=161） 51.7％（N=164） 65.0％（N=164） 

② 養成校の入学定員充足率と新卒者の合格率の関係

18 歳人口の減少などの影響を受け、入学者確保において厳しい状況に直面する社会福祉士養成校は少な

くない。養成校の入学定員充足率と新卒者の合格率を分析した結果、入学定員充足率が高い養成校の方が

新卒者の国家試験合格率は高くなる傾向が示された（表３）。本分析では、2021 年（第 33 回）試験、2023 年（第

35 回）試験の合格率と 2021 年入学定員充足率との間で有意な関連が認められた（一元配置分散分析）。多重

分析の結果、とくに入学定員充足率「80％未満」の養成校と「100%以上」の養成校の新卒者合格率に有意な差

が確認された。これらの結果から、入学定員確保に多くの労力を費やす必要がある養成校ほど、国家試験合格

率を向上させることが難しい可能性があることが示唆されたといえる。 

上記と同様に、2021 年入学定員充足率が 2021 年・2022 年・2023 年試験（第 33 回～第 35 回）の合格率に

直接関連するとはいえない。2021 年、2022 年、2023 年の入学定員充足率も一貫するわけではないため、2021

年の入学定員充足率が養成校としての入学者確保の状況を示す代表値ということも難しい。ただし、2021 年か

ら 2023 年の入学定員充足率はすべて 0.1%水準で有意（r＞0.75）に関連している。これらも踏まえて、今回は養

成校としての入学者確保を示す値として 2021 年入学定員充足率を採用した。 

なお、2022 年度入学定員充足率、2023 年入学定員充足率と 2021 年・2022 年・2023 年試験の合格率との

関連を分析した結果においても同様の結果が示されている。2021 年入学定員充足率を独立変数とした一元配

置分散分析との違いとしては、すべての年の合格率において入学定員充足率による有意な差が示されたことで

ある。つまり、養成校による入学者確保の状況は国家試験合格率に影響しているという考察は妥当といえよう。 
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表３：養成校の養成課程を設置している学科・コースの入学定員充足率（2021 年）と新卒者合格率の関係 

合格率 

2021 年入学定員充足率 
2021 年試験 2022 年試験 2023 年試験 

80％未満 48.3％（N=50） 46.2％（N=51） 60.5％（N=52） 

80％以上 100％未満 47.0％（N=36） 47.7％（N=36） 64.4％（N=36） 

100％以上 55.2％（N=72） 58.0％（N=72） 69.1％（N=73） 

合計 51.1％（N=158） 52.0％（N=161） 65.3％（N=161） 

③ 養成校の入学定員・入学定員充足率の状況による新卒者の合格率の違い

最後に、養成校の入学定員数と入学定員充足率による合格率を分析した。具体的には、養成校を入学定員

の「50 人以下」「51 人以上 100 人以下」「101 人以上」という 3 つのカテゴリーと、入学定員充足率の「80％未満」

「80％以上 100％未満」「100％以上」という 3 つのカテゴリーを組み合わせた 9 つのカテゴリーに分け、そのカテ

ゴリーと 2021 年試験・2022 年試験・2023 年試験の合格率との関係を一元配置分散分析によって検討した（表

４、表５、表６）。 

分析の結果、入学定員が少なく定員充足率が高い養成校の合格率が高い傾向が示された。また、入学定員

が 101 人以上の養成校では入学定員充足率が 80％未満の場合に合格率が低くなっていたが、80％以上 100%

未満と 100％以上の間ではあまり合格率に差は見られなかった。なお、入学定員「50 人以下」入学定員充足率

「80％未満」の養成校グループは、2021 年試験、2022 年試験の合格率は低い結果となったが、2023 年試験の

合格率は 67.3％と高くなっていた。 

表４：養成校の入学定員・入学定員充足率（2021 年）と新卒者 2021 年試験合格率の関係 

定員充足率 

入学定員 
80％未満 80％以上 100％未満 100％以上 

50 人以下 49.8％（N=14） 55.9％（N=8） 66.4％（N=24） 

51 人以上 100 人以下 48.6％（N=19） 47.4％（N=15） 57.0％（N=19） 

101 人以上 42.4％（N=21） 50.1％（N=12） 48.3％（N=20） 

表５：養成校の入学定員・入学定員充足率（2021 年）と新卒者 2022 年試験合格率の関係 

定員充足率 

入学定員 
80％未満 80％以上 100％未満 100％以上 

50 人以下 48.1％（N=14） 46.9％（N=8） 68.6％（N=25） 

51 人以上 100 人以下 52.1％（N=20） 48.8％（N=15） 56.5％（N=19） 

101 人以上 43.5％（N=22） 53.4％（N=12） 50.4％（N=21） 

表６：養成校の入学定員・入学定員充足率（2021 年）と新卒者 2023 年試験合格率の関係 

定員充足率 

入学定員 
80％未満 80％以上 100％未満 100％以上 

50 人以下 67.3％（N=14） 58.0％（N=8） 79.8％（N=25） 

51 人以上 100 人以下 59.9％（N=21） 64.4％（N=15） 69.6％（N=19） 

101 人以上 53.1％（N=20） 61.4％（N=12） 64.6％（N=21） 

44



（２）既卒者の合格率と養成校入学定員・定員充足率との関係性

① 養成校の入学定員と既卒者の合格率の関係

養成校の入学定員と既卒者の社会福祉士の国家試験合格率との関係性を分析した結果、入学定員が少な

い養成校の既卒者の方が合格率が高くなる傾向は示されたものの、新卒者と異なり入学定員と既卒者の合格

率には有意な関連は見られなかった（表７）（一元配置分散分析）。 

表７：養成校の養成課程を設置している学科・コースの入学定員（2021 年）と既卒者合格率の関係 

合格率 

2021 年入学定員 
2021 年試験 2022 年試験 2023 年試験 

50 人以下 19.0％（N=49） 23.1％（N=51） 36.3％（N=51） 

51 人以上 100 人以下 14.0％（N=58） 16.7％（N=58） 28.5％（N=59） 

101 人以上 16.5％（N=53） 17.7％（N=53） 32.6％（N=54） 

合計 16.4％（N=160） 19.0％（N=162） 32.3％（N=164） 

② 養成校の入学定員充足率と既卒者の合格率の関係

先と同じく、養成校の入学定員充足率と既卒者の合格率を分析した結果が表８である。2021 年（第 33 回）試

験、2022 年（第 34 回）試験においては入学定員充足率が 100％以上の養成校の合格率が高くなっているよう

にみえるが、分散分析の結果においては有意な関連はほとんど示されていない（一元配置分散分析）。唯一、

2022 年（第 34 回）試験における入学定員充足率 80%以上 100％未満と 100％以上の養成校グループの間での

み合格率に有意な差がみられた。 

表８：養成校の養成課程を設置している学科・コースの入学定員充足率（2021 年）と既卒者合格率の関係 

合格率 

2021 年入学定員充足率 
2021 年試験 2022 年試験 2023 年試験 

80％未満 15.4％（N=53） 16.8％（N=53） 31.2％（N=54） 

80％以上 100％未満 14.4％（N=34） 15.4％（N=36） 27.7％（N=36） 

100％以上 18.1％（N=70） 22.9％（N=70） 35.4％（N=71） 

合計 16.4％（N=157） 19.1％（N=159） 32.3％（N=161） 

このように、既卒者の合格率に関しては、新卒者の合格率と異なり養成校の入学定員や入学定員充足率に

よる差はほとんどみられなかった。そのため、新卒者の合格率のように入学定員と入学定員充足率を組み合わ

せたグループによる既卒者の合格率の分析は実施しなかった。 

３－４－６ 養成校の資格取得支援による合格率への影響 

（１）養成校が実施している国家試験対策による新卒者合格率への影響

先に示したとおり、養成校は社会福祉士の資格取得に向けて様々な支援を実施している（養成校－Q7）。こ

れらの取り組みが新卒者の合格率にどのように関連しているのかを検討するために、それぞれの取り組みの実

施の有無を独立変数、2021 年試験（第 33 回）、2022 年試験（第 34 回）、2023 年試験（第 35 回）の新卒者の合

格率を従属変数とした t 検定を実施した。分析の結果、ほとんどの支援は新卒者の合格率に有意な関連を示さ

なかった。 
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実施しているという回答が最も多かった「⑬国試対策に有用な情報を積極的に提供する」を実施している養

成校と実施していない養成校における合格率の平均値は、３ヵ年にわたり実施している養成校の方が高い結果

が示されたものの、統計上の有意な差はなかった。養成校にとって大きな負担となる「②教員が国試対策の講

座を担当している」においては、有意な差はみられないものの３ヵ年とも実施している養成校の方が実施してい

ない養成校よりも低い合格率を示した。その次に実施している養成校が多かった「⑨養成校を会場として各種

模擬試験を実施している」においても、実施している養成校と実施していない養成校では有意差はみられず、

３ヵ年とも実施していると答えた養成校の方が合格率の平均値は低かった。 

新卒者の合格率に有意な関連を示した資格取得支援は、「⑪国試対策テキストの購入費用を補助している

（一括購入・配布を含む）（2021 年試験と 2023 年試験において有意差あり）」と「⑯受験勉強をするためにいつ

でも使用できるスペース（教室等）を確保している（2023 年試験のみ有意差あり）」の 2 つのみであった（表９、表

10）。

表９：「⑪国試対策テキストの購入費用を補助している」の実施による新卒者合格率への影響 

合格率 

実施有無 

2021 年試験 

5%水準で有意差あり 

2022 年試験 

有意差なし 

2023 年試験 

5%水準で有意差あり 

実施している 60.0％（N=31） 54.0％（N=31） 72.1％（N=31） 

実施なし 48.6％（N=132） 51.3％（N=136） 63.5％（N=135） 

表 10：「⑯受験勉強をするためにいつでも使用できるスペース（教室等）を確保している」の実施による新卒者合

格率への影響 

合格率 

実施有無 

2021 年試験 

有意差なし 

2022 年試験 

有意差なし 

2023 年試験 

5%水準で有意差あり 

実施している 52.4％（N=107） 53.3％（N=108） 68.3％（N=108） 

実施なし 47.6％（N=56） 48.9％（N=59） 59.1％（N=58） 

さらに、この２つの取り組みを組み合わせて、「どちらの取り組みも実施していない養成校」、「いずれか一方

の取り組みを行っている養成校」、「両方の取り組みを実施している養成校」の３グループに分け、一元配置分

散分析を用いて新卒者の合格率を分析した結果が表 11 である。３ヵ年にわたり両方とも実施している養成校の

合格率が高くなっていることが示された。 

表 11：２つの資格取得支援の実施状況による新卒者合格率への影響 

合格率 

実施有無 

2021 年試験 

5%水準で有意差あり 

2022 年試験 

有意差なし 

2023 年試験 

0.1%水準で有意に関連 

両方とも実施 63.2％（N=25） 59.4％（N=25） 76.7％（N=25） 

いずれか一方のみ実施 49.0％（N=88） 50.1％（N=89） 65.0％（N=89） 

実施なし 47.7％（N=50） 50.9％（N=53） 59.8％（N=52） 

合計 50.8％（N=163） 51.8％（N=167） 65.1％（N=166） 
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新卒者の試験合格にはさまざまな要因が関連していると考えられる。今回の分析結果では、養成校による２

つの国家試験対策支援が国家試験の合格率に有意な関連を示していたが、とりわけ２つをセットで実施してい

る養成校の合格率に非常に高くなっていた。この２つの支援を行うことで合格率が向上するとは言い切れない

が、合格率向上にはこれら２つの取り組みが示す養成校としての姿勢が重要になってくると考えられる。つまり、

国家試験対策テキスト購入は学生の判断に任せるのではなく養成校として購入するように関わり、また受験勉

強のためのスペースを養成校として確保すること、つまり学生が国家試験受験を自主学習としての取り組めるよ

うにするために養成校として積極的に関わることが重要と考えられる。逆の言い方をするならば、教員が国家試

験対策の講座を担当したり、養成校を会場として模擬試験を開催したりしても、学生自身による国家試験対策と

しての自主学習を促す関わりができていなければ合格率を向上させることは難しいだろう。 

養成校として新卒者に実施している資格取得支援の個数（養成校調査－Q7）の個数（①何もしていないは除

く）によって「３個以下」「４～５個」「６～７個」「８個以上」の４グループに分け、2021 年試験、2022 年試験、2023

年試験（第 33 回～第 35 回）の新卒者合格率を従属変数として一元配置分散分析を実施したところ、有意な関

連は見られなかった。ここからも、新卒者の合格率向上にはただ支援をするだけではなく、適切な方向に向けて

適切な方法でもって取り組むことの必要性が考察される。以上からいえることは、新卒者の合格率向上には、養

成校側や養成校教員が頑張るのではなく、学生たちが頑張れるような支援が必要であるということだ。これはあ

る側面において養成校教員が頑張ること以上に難しい取り組みともいえよう。最終学年において卒論や就職活

動に取り組む学生、アルバイトに多くの時間を費やす学生、そのなかで学校にあまり来ない学生などもいるだろ

う。このような学生たちが国家試験合格に意欲を持ち、自主的に学習できるように支援するには、教員と学生と

の信頼関係や養成校内における環境整備なども必要であり、また学生同士で一緒に勉強する雰囲気や関係性

を築くことも重要になってくると考えられる。この点について、自由記述（養成校調査－Q13）では「本学が一定

の結果を残すことができている最大理由は『教員・学生による合格に向けた体制作り・機運向上（養成校調査－

Q12）』です。平易に表現すると学生の団結力です。換言すれば、国家試験合格に向けての協同です。これは

自然発生的なものではなく、教員があれこれ趣向を凝らして醸成させるものです」という回答があった。この回答

は学生同士が協同して頑張れる体制をつくり、機運を高めていくための教員の取り組みが重要であることを示

すものであろう。養成校の社会福祉士国家試験合格率に強く関係していると考えられるもの（養成校調査－

Q12）の回答の有無を独立変数として、新卒者の合格率を従属変数に実施した t 検定では、「①福祉系（福祉

系公務員含む）に就職する学生の割合」「④学部教育の質（講義・演習・実習・ゼミなど）」「⑥教員・学生による

合格に向けた体制作り・機運向上」を選択していた養成校の合格率は有意に高かった。この結果に対する解釈

は難しさがあるものの、国家試験合格には学部教育の質や教員・学生による合格に向けた体制作り・機運向上

が重要であることを理解している養成校において、国家試験の合格率に良い結果を残せているとも考えられる。 

以上より、現場に実習受入等の負担もかけながら教育を展開している社会福祉士養成校の責任として社会

福祉士国家試験合格まで結果を出すことが必要であり、そのためには適切な方法で適切な努力を行うことが今

後ますます重要になってくるといえるだろう。 

（２）養成校が実施している国家試験対策による既卒合格率への影響

次に、養成校が既卒者に向けて実施している社会福祉士の資格取得支援の実施状況（養成校－Q9）と、既

卒者の合格率との関連を検討するために、取り組みの実施の有無を独立変数、2021 年試験（第 33 回）、2022

年試験（第 34 回）、2023 年試験（第 35 回）の既卒者の合格率を従属変数とした t 検定を実施した。分析の結

果、既卒者の合格率に有意な関連を示した資格取得支援はなかった。 
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また、養成校における国家試験の不合格者・未受験者の「氏名」「連絡先」把握状況を独立変数、2021 年試

験（第 33 回）、2022 年試験（第 34 回）、2023 年試験（第 35 回）の既卒者の合格率を従属変数とした一元配置

分散分析を実施したが、いずれにおいても有意な関連は示されなかった。 

さらに養成校における本連盟の国家試験対策ツールの活用状況の有無（養成校調査－Q10）や、他の養成

校や社会福祉法人・医療法人などの民間法人と共同で実施している取り組みの有無（養成校調査－Q11）と既

卒者の合格率との関連を分析しても有意な関連は示されなかった。 

これらの結果から、養成校による既卒者への資格取得支援の取り組みには効果がないと結論づけることには

慎重でなければならない。その理由として以下の２点があげられる。１点目は、そもそも既卒者に対する資格取

得支援について「実施している」養成校が少なく、分析として「実施している」「実施していない」両カテゴリーに

十分な N 数を確保することが難しかった分析が多くなってしまったこと。そして２点目は、あくまでも今回の調査

結果は各取り組みの「実施の有無」の回答であり、それらが既卒者にどの程度利用されているのかまでは把握

できていないこと。現役生として養成校に通う新卒者への資格取得支援の取り組みもなかなか合格率向上には

つながっていない現状において、既卒者らが十分に支援を活用し、合格にまで結び付けることは容易ではない

だろう。実際、すべての不合格者・未受験者の連絡先を把握できている養成校は半数にも満たないことが本調

査の結果として明らかになっている（養成校調査－Q6）。 

加えて、養成校の社会福祉士国家試験合格率に強く関係していると考えられるもの（養成校調査－Q12）の

回答の有無を独立変数、既卒者の合格率を従属変数とした t 検定では、「①福祉系（福祉系公務員含む）に就

職する学生の割合」を選択した養成校は選択していなかった養成校に比べて有意に既卒者の合格率が高く

なっていた（2021 年試験・2023 年試験）。これを選択していた養成校の既卒者は福祉系に就職している割合が

高く、そこで社会福祉士資格の取得を要請されるために一定の成果につながっていると考えられる。ただし、

「⑥教員・学生による合格に向けた体制作り・機運向上」「⑦学生間の合格に向けた協力関係や合同での勉強」

「⑧養成校で実施している国試対策の取り組み」を選択していた養成校の既卒者の合格率は有意に低くなって

いる年がみられた。これらの項目のうち、⑦と⑧の選択の有無は新卒者の合格率には有意な関連は示さなかっ

たものの、既卒者の合格率においては選択していた養成校の方が合格率が低くなることが示された。これらを

選択している養成校では、新卒者の合格率向上に結び付けるという結果までには至っていないものの、養成校

として国家試験対策の取り組みを実施していると考えられる。既卒者の多くは一緒に勉強をする友人や対策し

てくれる養成校教員という存在がいない状況で受験勉強に臨まなければならず、在学中にそのような取り組み

がされていた養成校の既卒者の場合には在学中以上に受験勉強のペースがつかみづらく、合格がより難しく

なっているとも考えられる。 

３－４－７ 既卒者の国家試験合格に向けた支援の考察 

以上の結果を踏まえて、既卒者の国家試験合格に向けた支援について考察する。 

既卒者の受験勉強の難しさである「勉強時間の確保」と「勉強意欲の維持」、「勉強方法の確立」に着目する

ことが必要である。国家試験対策の中心はやはり自主学習であるから、勉強時間・意欲・方法の確立はまさに国

家試験対策の根幹に影響する課題といえよう。養成校で実施している新卒者への国家試験対策支援もその要

諦は勉強の体制作りと機運向上であることが示されている。 

これらを踏まえると、所属法人のみで既卒者の国家試験対策支援に取り組むことは難しい。まず、既卒者が

所属している法人内に他にも社会福祉士の取得に向けて国家試験対策に取り組む職員が複数いるとは限らな

いため、一人だけではなく複数名で国家試験対策に取り組む体制を作り、機運を向上させていくことが難しい場

合が少なくないことが懸念される。たとえ複数名の受験者がいる場合にも、勤務している事業所が異なる場合に
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は一緒に勉強したり機運を高め合っていくように関わったりすることは難しいだろう。ただし、同じ事業所内に受

験者が複数名いる場合はチャンスである。このような状況がある場合に法人は国家試験合格に向けた取り組み

を本人たちだけに委ねるのではなく、組織・職場として国家試験対策に取り組めるような体制作り・機運向上に

取り組むことが求められる。その際、受験勉強の中で分からない部分が出てきたり、うまく勉強方法を確立できな

い、ペースがつかめないという課題が生じることが想定される。このような課題に対して、法人のみで対応するこ

とはやはり困難が伴うだろう。そのため、養成校による関与も期待される。 

他方で、養成校だけで既卒者に対する国家試験対策の支援することも難しい。これまで確認してきたとおり、

既卒者の国家試験対策の難しさは勉強時間の確保や意欲の維持などが原因にある。養成校としてこれらに対

応できるような取り組みを行おうにも、既卒者が仕事で疲れており十分な時間が確保できない状況では養成校

の取り組みに参加することは難しいだろう。養成校側がアプローチしても既卒者側が敬遠してしまうことも想定さ

れる。実際、自由記述には「社会人のため、現役から２、３年たつと、仕事に追われモチベーションが続かないよ

うだ。国家試験対策にかぎったことではないが、学生にも受援力に差があり、例えば情報発信をしても、それ自

体が苦痛となり、連絡が疎遠になっていく人がいる」という声も届けられている。最近ではＺｏｏｍなどのオンライン

ツールが普及したため、養成校から遠方の法人に勤めることとなった既卒者に対して国家試験対策支援を届け

ること自体は可能だろうが、オンラインのみのつながりの場合、既卒者側が離れてしまっては養成校からそれ以

上アプローチすることは難しい。様々な就職先に勤務する既卒者に対して、時間を合わせて国家試験対策の

勉強会などを開催することも現実的に困難が生じるだろう。 

以上を踏まえると、既卒者の国家試験対策支援には法人と養成校の両者が協力した対策が必要である。ま

ず法人として職員のうち資格取得を目指す既卒者の把握、把握した既卒者たちに対する社会福祉士を取得す

ることの要請、そして取得に向けたインセンティブの周知に取り組むことがポイントとなる。また勉強時間確保に

つながるような残業時間の削減なども有効であろう。ただし、その時間を使って既卒者が自主勉強に取り組むこ

とができなければ資格取得（国家試験合格）は難しい。そこで養成校と協力することで、既卒者であっても一緒

に勉強に取り組む仲間を作り、機運向上につなげていくことが重要である。所属法人内の職員や、卒業した養

成校の友人であればなお馴染みやすいだろう。そして勉強方法やペースを確立するためには、オンライン教材

の活用が考えられる。今回の分析結果では、養成校内における講座の開催やソ教連のオンラインツールの活

用は合格率向上に直接的にはつながっていなかった。ただし、既卒者の場合勉強時間の確保という課題があ

るため、勉強時間の確保やペース確立という目的でのオンライン教材や講座利用は有効であるかもしれない。 

最後に、このような取り組みをどこから発信していくのかという課題について触れておきたい。既卒者が現に

所属するのは法人である。ただし最初の国家試験の結果（合否）が分かるタイミングではまだ養成校の所属であ

ることが多く、次年度の国家試験に向けた勉強を促す最初の立場にいるのは養成校ともいえる。本事業を通し

て作成した「既卒者合格支援ガイドライン」を踏まえて養成校として既卒者に対する合格に向けた関りをパッ

ケージ化し、それをもとに法人に対して協力を求めていく方法が考えられる。他方で、法人として「既卒者合格

支援ガイドライン」に基づいた取り組みへの協力要請を養成校に行っていく方法もありえるだろう。どちらからす

るべきという問題ではなく、どちらからの提案であったとしても、協力の提案や要請を受けた法人・養成校がそれ

に応えていき、法人・養成校が協力して既卒者の国家試験合格支援に臨むことが重要といえるだろう。 
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第４章 

養成校モニタリング 
（学習支援ツール活用モニタリング） 
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４－１ 目的と実施概要 

４－１－１ 目的 

社会福祉士国家試験対策用の教材等、学習支援ツールの活用による「既卒者」支援の効果の検証を目的に

実施した。具体的には、第36回社会福祉士国家試験（2024（令和６）年２月４日実施）の合格をめざす「既卒者」

に学習支援ツールを無償で提供して受験勉強への活用を支援し、受験勉強に対する学習支援ツールの貢献

度や使用感等の把握することとした。 

 

４－１－２ 実施概要 

（１）モニタリング協力校の選定 

第 35 回社会福祉士国家試験の「既卒者」合格割合が新卒者合格割合の 20%未満であった養成校に協力を

求めることとし、「第 35回社会福祉士国家試験 学校別合格率」の「①福祉系大学等ルート（福祉系大学等）」の

合格率の表をもとに該当する養成校を抽出した。なお、モニタリング参加者の募集範囲および参加者数との兼

ね合いから、「既卒者」である受験者の数が数十名程度の養成校が望ましいと考え、候補校を一定程度確保す

べく、上記割合が 20%台前半（25％以下）の養成校も候補選定の対象に含めることとした。 

これにより抽出した 25 校の中から、第 35 回国家試験の既卒者の受験者数、所在地域、事業委員会への参

画による本調査研究の他の事業への協力の可能性等を勘案し、関東地方の養成校２校、中部（東海）地方１校、

九州地方１校の計４校に対し、2023（令和５）年７月にモニタリングへの協力を打診した。その結果、２校の協力

が得られることとなった。 

さらに、モニタリング参加者数を確保するため、本事業の事業委員会委員の所属校２校の協力を得た。なお、

追加の２校については、前述の「既卒・新卒合格率比 25％以下」要件は考慮外とした。 

以上により、４校からモニタリング参加者の募集に対する協力が得られることとなった。 

 

（２）モニタリング実施要項 

モニタリング協力校の選定と並行して、モニタリングの目的、対象および参加条件等を第１回事業委員会で

検討し、実施要項としてまとめた（「既卒者の学習支援ツール活用状況に関する協力校モニタリングについて

（実施要項）2023.7.27」）。詳細は、資料編掲載の「実施要項」を参照されたい。 

 

（３）モニタリングの対象者 

実施要項により、以下のとおりとした。 

実施要項 「２．対象」 

①2022 年度までに社会福祉士養成課程を修了し、2021 年 3 月から 2023 年 3 月までに卒業した方（2020～

2022 年度卒業生）のうち、次のいずれかに該当する方で、第 36 回社会福祉士国家試験（2024 年 2 月）を

受験する方を対象とする 

ア） これまでに社会福祉士国家試験を受験した方で未合格の方 

イ） これまでに社会福祉士国家試験を受験したことのない方 

養成校モニタリング（学習支援ツール活用モニタリング） ４ 
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②モニタリング参加者の総数は、100 名程度とする。 

③学校単位でモニタリング参加者募集に協力いただく場合、1 校当たりのモニタリング参加者の上限は、50

名程度とする（協力校ごとに状況に応じて必要な調査を行う）。 

④モニタリング協力校が対象の拡大を希望する場合は、2019 年度以前の卒業生で、上記①のアまたはイに

該当する方を対象とする。 

 

（４）モニタリング参加者の募集と決定（モニタリングの内容・方法） 

モニタリング参加募集協力校４校に対し、モニタリング参加者の募集を依頼した。参加者の募集は、2023（令

和５）年８月上旬に開始し、同月末日を応募期限とした。各協力校は、上記（３）に基づき、卒業生に対し、モニ

タリングの内容および以下の「参加条件」を示して参加者を募り、参加者名簿を作成して本連盟に提出した。な

お、各協力校における募集の具体的な方法は、各校の判断に委ねた。 

実施要項 「３．モニタリング参加条件 （モニタリングの内容）」 抜粋 

（１）モニタリング参加者 

下記の①から④のすべてに同意し、かつ実行することが可能な方をモニタリング参加者とする。 

①本連盟が頒布または実施する複数の学習支援ツール（別記）をすべて使用し、社会福祉士国家試験合

格のための受験勉強を行う。 

※ 有償の学習支援ツールについては、参加者に限り、すべて無償で提供する。 

※ ①から③の学習・報告が行われない場合、無償提供ツールの返却を求めることがある。 

②学習支援ツールの活用状況をメールで本連盟に直接報告する。 

③国家試験の受験の状況および合否を本連盟に報告する。 

④上記①から③に関する連絡・送付先として、氏名、住所、メールアドレスを本連盟に開示する。 

 【個人情報の取り扱い】 

▽モニタリングのために収集した個人情報は、モニタリング参加者本人、本連盟、協力校（参加者が卒業し

た学校）との連絡、学習支援ツール等の送付、本事業に関連したアンケート等、本事業の実施のために

のみ使用し、他の目的のために使用しません。 

▽本調査事業の報告書においてモニタリングの結果を報告する場合、個人が特定される情報は記載しませ

ん。 

▽収集した個人情報は、厚生労働省に対する本事業の報告が完了した後、すべて消去します。 

 

（２）モニタリング協力校 

①実施要項「２．対象」に該当する卒業生に対し、モニタリングの実施及び参加者の募集についてご案内い

ただく。 

②参加希望者をとりまとめのうえ、本連盟に参加希望者名簿により報告していただく。参加希望者名簿の記

載事項は、以下のとおりとする。 

・氏名（漢字・読み） 
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・連絡先メールアドレス、学習支援ツール送付先住所・電話番号

・卒業年月

・国家試験受験回数

・現在の勤務先（福祉関係、その他）

・ソ教連「国家試験受験集中講座」、「全国統一模擬試験」の申込の有無と申込先

（すでに個人または学校単位でお申し込みいただいているか否か）

③参加者に対し、学習支援ツールの活用を定期的に働きかけていただく。また、学習支援ツールの活用方

法に関する助言や、質問への対応を行っていただく。

④参加者の学習支援ツールの活用状況報告が行われない場合の状況確認にご協力いただく。

【モニタリング結果の公表】 

▽本調査事業の報告書においてモニタリングの結果を報告する場合、学校の名称、教員の氏名等、学校

及び個人を特定できる情報は記載しない。

【モニタリング参加者募集に係る費用】 

▽協力校からモニタリング対象者に対し、参加募集に必要な文書等を送付する場合、対象者数（送付先

数）・送付方法に応じ、必要な経費を協力校に支払う。

（別記） モニタリング参加者が使用する学習支援ツール 

○ 以下は、本項（２）「モニタリング実施要項」の「３．モニタリング参加条件 （モニタリングの内容）」に「モニタリ

ング参加者が使用する学習支援ツール」として掲げたもの。各ツールの活用方法については、第２章２－３

「学習支援ツール活用ガイド（モニター用）」を参照されたい。 

ア）社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年 2 月試験向け

： 受験対策に役立つ学習支援ツールの情報を集めたリーフレット。学習計画表記入欄あり。試験日に

向けた目標・学習計画を記入し、ご自身の計画に沿って学習を進めていただく。 

イ）社会福祉士・精神保健福祉士 国家試験受験集中講座（VOD＋PointBook）＊1

： スキマ時間などを使い、科目ごとに VOD（ビデオオンデマンド）方式で配信される受験対策講義動画

を視聴していただき（PointBook（動画視聴用テキスト）も併用）、各科目の中で復習が必要な項目・範

囲を確認していただく。 

ウ）社会福祉士・精神保健福祉士 全国統一模擬試験＊２

： 実際の国家試験に近い設定・内容により、学習の成果を確認していただく。苦手科目や学習が不十

分な項目・範囲（重点的に復習すべき事項）を確認していただき、その後の学習に役立てていただく。 

エ）模擬試験 過去問題（３年分）

： 個々の参加者が自身の学習の進捗状況に応じ、上記ウと同様、学習成果の確認、要復習事項の洗

い出しを行い、その後の学習に役立てていただく。 

オ）合格応援プロジェクト（SNS）への登録

： LINE、twitter、Instagram、YouTube による応援メッセージやお役立ち情報を閲覧・視聴していただく。
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募集の結果、３校より 40 名の応募があった。 

2023（令和５）年９月８日に 40 名のモニタリング参加者（以下「モニター」）に対し、メールを送信し、あらためて

モニタリングの目的と参加条件を提示、説明した。これにより、モニタリング実施協力校３校、参加者（以下「モニ

ター」）40 名でモニタリングを開始した。

なお、2023（令和５）年 10 月 27 日にモニターに対して国家試験受験申込状況の確認をメールで行ったとこ

ろ、１名から申し込んでいないとの回答があった。そのため、回答の日（11 月６日）以降は、当該モニターをモニ

タリングの対象外とした。その結果、モニターの総数は、39 名となった。

備考 ： モニタリング参加者名簿登載事項 

①氏名（漢字・ひらがな）  ②メールアドレス  ③卒業年月  ④社会福祉士国家試験受験回数

⑤勤務先（福祉関係／その他）

（５）モニターの属性（モニタリング開始時）

① 社会福祉士養成校 卒業年月

卒業年月 人数 割合 

2023 年 3 月 9 名 22.5% 

2022 年 3 月 13 名 32.5% 

2021 年 3 月 9 名 22.5% 

小 計 31 名 77.5% 

2020 年 3 月以前 9 名 22.5% 

合 計 40 名 100.0% 

② 社会福祉士国家試験 受験回数

受験回数 人数 割合 

0 回 1 名 2.5% 

1 回 19 名 47.5% 

2 回 12 名 30.0% 

3 回 6 名 15.0% 

4 回以上 2 名 5.0% 

合 計 40 名 100% 

③ 現在の勤務先

現在の勤務先 人数 割合 

福祉関係 27 名 67.5% 

その他 13 名 32.5% 

合計 40 名 100% 
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（６）学習支援ツールの提供等

2023（令和５）年９月 13 日に各モニター宛てに以下の学習支援ツールを発送した（不達・返送なし）。

また、９月 15 日に本連盟「社会福祉士・精神保健福祉士全国統一模擬試験」のモニター40 名分の受験申込

みを行った。 

モニターに送付した学習支援ツールは、以下のとおりである。各学習支援ツールの使用状況および全国統

一模擬試験の受験状況については、調査編「２．養成校モニタリングアンケート」の「２－１．集計結果」を参照さ

れたい。 

モニターに送付した学習支援ツール ※いずれも無償提供

①学習支援ツール活用ガイド

②社会福祉士・精神保健福祉士 合格完全ガイド 2024 年 2 月試験向け

③2023 年度 社会福祉士・精神保健福祉士 国家試験受験集中講座 PointBook

（VOD 視聴権・暗記ペンセット付き）

（ｱ）社会福祉士・精神保健福祉士共通科目

（ｲ）社会福祉士専門科目

④ソ教連（本連盟）全国統一模擬試験 過去問

（ｱ）共通科目３ヵ年セット

（ｲ）社会福祉士専門科目３ヵ年セット

※ 2020～2022 年の模試の問題用紙、解答用マークシート、正答・解説集

（７）モニターへの定期的な連絡

モニタリングへの参加意識の維持、受験勉強の後押し等を目的に、学習支援ツールの使用に関する情報や、

国家試験対策に関する情報を記載したメールを隔週でモニターに送信した。内容については、資料編に掲載

した定期連絡メール本文を参照されたい。 

定期連絡メール送信日 （10 回） 

2023 年  ９月 27 日、10 月 13 日、10 月 27 日、11 月 14 日、12 月 1 日、12 月 13 日、12 月 25 日 

2024 年  １月 12 日、１月 23 日、１月 30 日 

上記のほか、学習支援ツール発送事前案内、全国統一模擬試験関係 ID 等の通知、模擬試験解答送付期

日のリマインド、「集中講座」講義動画視聴勧奨、国家試験受験申込状況の確認等、モニタリング進行上の必

要に応じてメールでの連絡を行った。 

（８）アンケートの実施

① 受験勉強への取組状況、学習支援ツールの活用状況等に関するアンケート （毎月アンケート）

「既卒者」の実際の受験勉強の状況をリアルタイムで把握することを目的に、回答が過度な負担とならない

ように質問項目を絞ってアンケートを行うこととした。具体的には、受験勉強の状況把握のために 11～１月の

月ごとに受験勉強の量（日数・時間）、働きながら受験勉強に取り組む上での難しさについて尋ねた。また、

学習支援ツールの活用促進の観点から各ツールの使用状況に関する問いも設けた。 

アンケートの対象者は、モニター全員（39 名）。Web アンケートツールを用いてアンケートフォームを作成し、
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フォームの URL をメールでモニターに通知して回答を依頼した。回答状況は、下表のとおりである。アンケー

トの集計結果は、調査編「２．養成校モニタリングアンケート」の「２－１．集計結果」を参照されたい。

内 容 実施期間 回答数 回答率 

第 1 回 10 月中旬～11 月上旬の 

受験勉強の状況等 

2023 年 11 月 28 日 

～2024 年１月 16 日 

32 82.1％ 

第 2 回 11 月中旬～12 月上旬の 

受験勉強の状況等 

2023 年 12 月 20 日 

～2024 年１月 30 日 

31 79.5％ 

第 3 回 12 月中旬～１月上旬の 

受験勉強の状況等 

2024 年１月 17 日 

～2024 年２月 13 日 

29 74.4％ 

第 4 回 １月中旬～国家試験前日 

の受験勉強の状況等 

2024 年２月７日 

～2024 年２月 20 日 

27 69.2％ 

② 国家試験の合否、学習支援ツールの受験勉強への貢献度等に関するアンケート （全体アンケート）

本モニタリングの目的である「既卒者」の受験勉強に対する学習支援ツールの貢献度や使用感等の把握

を目的に実施した。主な質問は、受験勉強に対する各学習支援ツールの貢献度、使用感、改善提案、学習

支援ツールの他に受験勉強に役立った教材や学習方法である。 

アンケートの対象者は、モニター全員（39 名）。Web アンケートツールを用いてアンケートフォームを作成し、

フォームの URL をメールでモニターに通知して回答を依頼した。回答状況は、下表のとおりである。アンケー

トの集計結果は、調査編「２．養成校モニタリングアンケート」の「２－１．集計結果」を参照されたい。

実施期間 回答数 回答率 

2024 年２月 26 日～2024 年３月８日 26 66.7％ 

４－２ モニタリングの実施結果 （学習支援ツール活用状況とその効果） 

４－２－１ 毎月アンケート集計結果より 

○ モニタリング開始時点では、国家試験後にアンケートを１回実施する予定であったが、前述のとおり、「既卒

者」の実際の受験勉強の状況をリアルタイムで把握することを目的に、2023（令和５）年 11 月から 2024（令和

６）年１月にかけて、概ね 1 ヵ月ごとに web 調査フォームによるアンケート調査を４回実施した。

○ 前述のとおり各回とも全員からの回答が得られなかったため、モニター全体の状況を把握するには至らな

かったが、４回のアンケート調査結果からうかがえることを以下に述べる。なお、４回とも回答したモニターは

20 名、３回が 10 名、２回が３名、１回が２名で、１回も回答しなかったモニターは４名であった。

○ 毎月アンケート調査では、主に 2023（令和５）年 10 月中旬から試験日までの受験勉強の状況（開始時期、

学習支援ツール使用状況等）と、第３章「国家資格取得支援調査」の「法人所属 社会福祉士受験者調査」

で尋ねた「働きながら国家試験を受験する難しさ」の状況の把握を試みた。

【受験勉強の状況】 

○ 第１回から第４回までのいずれかの回で「受験勉強の開始月」について回答した 33 名のモニターのうち、４

分の３のモニターが９月から 11 月の間に受験勉強を開始している（問２）。受験勉強の期間としては、５ヵ月

間から３ヵ月間となる。一方、８月以前に勉強を開始したモニター、12 月ないしは１月に勉強を開始したモニ
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ターも少数ながらおり、勉強期間としては最大５ヵ月以上の開きがある。モニタリングに一環として、10 月上

旬から 11 月上旬にかけて実施する全国統一模擬試験の受験を９月下旬に案内したため、このことが勉強

開始時期に影響している可能性がある。 

○ 受験勉強の量に関する設問については、モニターに対し、毎日の勉強時間の記録を求めることは困難であ

り、また、回答率を下げると考え、調査対象期間における週平均勉強日数と、１日あたりの平均勉強時間を

尋ねることとした。

○ 週あたりの平均勉強日数については、下表のとおり、全体としては試験日に近づくにつれて増えている（問

３）。下表は、調査対象各期間の週当たりの平均勉強日数の中央値と平均値である。

10 月中旬～11 月上旬 11 月中旬～12 月上旬 12 月中旬～1 月上旬 1 月中旬～試験前日 

n28 n27 n27 n23 

中央値 3 日 3 日 3 日 5 日 

平均値 2.7 日 3.0 日 3.3 日 4.3 日 

○ 個々のモニターの平均受験勉強日数/週の変化を見るために、第１回調査から第４回まで（10月中旬から試

験前日までの４期）のすべてのアンケートに回答したモニターの回答を確認したところ、週平均の受験勉強

日数が増えた（減らなかった）モニターが 7 名、各回とも同じ日数のモニターが 2 名、増えたり減ったりしたモ

ニターが 6 名、減った（増えなかった）モニターが 2 名と様々であった。

○ １日当たりの勉強時間も、全体としては、試験日に近づくにつれて増えている（問４）。

○ 効率的に学習を進め、記憶の定着を図るうえでは、短時間で何度も学習すること（コツコツ型）が望ましいと

されている。このことを踏まえ、週当たりの受験勉強日数と１日当たりの学習時間の組み合わせにより、各時

期のコツコツ度とその変化の把握を試みた。具体的には、１週間の平均勉強日数と１日の平均勉強時間数

の組み合わせ（区分）に対し、１から 28 までの番号を振り、第１回から第４回のすべてに回答した 17 名の回

答に対応させてグラフ上に配置した（ｐ.143：折れ線グラフ「週平均勉強日数×１日平均受験勉強時間の変

化」）。その結果、試験日が近づくにつれ、概ね段階的に勉強の日数・時間数を増やしたと推察されるモニ

ター（コツコツ型）が半数以上であった。一方、期間を通じてほぼ同様のペースで学習したと推察されるモニ

ターや、学習時間が段々と減っていったモニターもいた。なかには、試験日の直前の期間に週平均勉強日

数を減らすモニターもおり（４名／直前の期間と比べて１日平均勉強時間数の変化はない）、一定の傾向は

見えつつも、多様である状況が見えた。 

○ １日のうち受験勉強をいつしているかを尋ねたところ、多くのモニターが休日や退勤後など、まとまった時間

がとりやすいと思われる日・時間帯に勉強していた。一方、通勤途中や仕事の休憩時間と回答したモニター

は各回とも 5 人以下と少なかった。後述の「全体アンケート」において、短い時間で視聴できる講義動画を希

望する回答が寄せられており、通勤途中や仕事の休憩時間にも使いやすい教材等があれば、これらの時間

を受験勉強に当てやすくなる可能性がある。

【学習支援ツールの活用】 

○ 以下は、モニター39 名中、各回アンケート調査とも無回答であったモニター（４名）および各回調査の問１で

「受験勉強を始めた」と回答しなかったモニター（※1）（２名）を除く、33 名のモニターの学習支援ツールの活
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用状況である（問６）。 

※1  当該モニターは学習支援ツール活用に関する問６をスキップするため、当該設問への回答がない。

○ 本モニタリングは、「合格完全ガイド」、「集中講座」の講義動画および PointBook、「全国統一模擬試験」、

「全国統一模擬試験過去問（３年分）」を使って受験勉強をすることを参加条件とした。これらツールに「学習

支援ツール活用ガイド」および「定期連絡メール」を加えたすべてのツール等を活用したモニター（※2）は、39

名中 24 名（全体の６割強）であった。

※2  第 1 回から第 4 回までのいずれかの調査で、各ツールを１回以上「 “よく” または “たまに”使った（視

聴した・読んだ・受験した・見た）」と回答したモニター。 

○ 最もよく使われた学習支援ツールは、「集中講座」の PointBook であった。「全国統一模擬試験 過去問」は、

試験日が近づくにつれ使用者数が増えた。「集中講座」の講義動画は「たまに視聴した」が多かった。後述

の「全体アンケート」において、主に再生時間や操作機能についていくつかの改善提案が寄せられており、

より視聴しやすいものとすることで活用度があがる可能性がある。受験勉強に対する各ツールの貢献度につ

いては、後述する「全体アンケート」において尋ねているため、そちらを参照されたい。

○ 「定期連絡メール」は、期間を通じて「全部読んだ」との回答が多かったが、これはモニタリング協力校の教

員（本事業委員会委員）による定期連絡メールの開封および内容確認の勧奨の影響が大きいと思われる。

今回のモニターの多くは、大学卒業後３年以内の者が多く（本章４－１－２－（５）－①）参照）、協力校の教

員によれば、日常的な連絡方法としてメールを使用することが少ない（LINE 等の SNS のほうが読まれやす

い）とのことであった。そのため、協力校の教員によるメール開封勧奨のほか、メールを見過ごされないよう内

容を明示的に示す件名にしたり、スマートフォンでの開封を前提とした体裁にするといった配慮を行った。

○ ４種の合格応援 SNS（LINE、X（twitter）、YouTube、Instagram）については、LINE が最も多く見られていた

が、各期とも 10 名前後であった。要因の一つとしては、本連盟が各 SNS の発信頻度を上げる年末年始時

期よりもかなり早い時期に各 SNS の紹介および閲覧勧奨を行ったことが考えられる。一方、後述の「全体ア

ンケート」では、SNS の配信が学習意欲の喚起や維持につながったとの意見が複数あり、一定のニーズはあ

ることがうかがわれる。「既卒者」にとってより有用な学習支援ツールとするためには、合格応援 SNS 閲覧の

きっかけづくりや、定着化につながるような内容・時期・頻度、広報の方法の検討が必要である。 

【出身校との連絡】 

○ 自身の出身校の教員等からの連絡を受けているモニターは、各期間とも全体の５割から６割。一方、教員等

から連絡のなかったモニターは各期間とも４割程度であった（問７）。

○ 出身校の教員等に自ら連絡したモニターは、各期間とも２割程度。８割のモニターは教員等に自ら連絡して

いなかった（問７）。

○ 「既卒者」への連絡、情報提供の関連では、前述のとおり、メールや SNS による定期的な連絡や情報発信が

学習意欲の喚起・維持につながっているケースがある。さらに、後述の「卒業後に国家試験を受験する際の

難しさ」（問８）では、約３割のモニターが「分からないことがあるときの質問先の確保」が「とても難しい」と回答

している。一方、本調査研究事業において実施した「国家資格取得支援調査」の「社会福祉士養成校調査」

によれば、回答した 169 校の約３割が「既卒者」の国家試験対策として「国試対策情報の積極的提供」を

行っている。今回のアンケート調査では、モニターが出身校との連絡に求めることまでは尋ねていないが、
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関連する調査項目の回答を見ると、「既卒者」の受験勉強の継続や合格に有用な連絡、情報提供、交流の

あり方について、あらためて事例の共有や業界横断的な方法の検討を行うことが必要と考える。 

【卒業後に国家試験を受験する際の難しさ】 

○ 全体としては、本調査研究事業の「国家資格取得支援調査」の「法人所属 社会福祉士受験者調査」の結

果と同様に、「受験勉強への意欲の維持」と「受験勉強の時間の確保」が「とても難しい」と回答したモニター

が多く、全体の約６割から７割に上る。これに「受験勉強の方法の確立」が続き、「とても難しい」の割合は５割

前後。以上の３点（受験勉強の意欲維持、時間確保、方法確立）については、「１月中旬～試験前日」の「と

ても難しい」の割合がその直前の 1 ヵ月（12 月中旬～1 月上旬）に比べて増加した（今回の調査では理由の

確認は行っていない）。

○ 「受験勉強に必要な費用の捻出」は、「とても難しい」の割合が最も少なく、「まあまあ難しい」と合わせても各

期とも２割から３割強程度。また、「難しくない」が各期とも３割以上であった。とくに卒業後の年数が浅い「既

卒者」にとって、受験料や教材・模擬試験等の費用が負担になっていることを想定しての問いであったが、

今回の結果からは、実際の状況はそれとは異なることが推察される。しかし、割合が低いながらも、受験勉強

に必要な費用の捻出が難しい者が一定数いるという結果でもあり、今後の「既卒者」合格支援の検討に当

たっても、引き続き費用負担について考慮が必要な状況にあることが確認された。その他には、「受験勉強

に適した環境の確保」、「分からないことがあるときの質問先の確保」の難しさについて尋ねた（いずれも、と

ても難しい／まあまあ難しい／少し難しい／難しくないの四択）。

４－２－２ 全体アンケート集計結果より 

○ 第 36 回社会福祉士国家試験の合否および学習支援ツールの受験勉強への貢献度（モニター本人評価）

の把握を目的に、2024（令和６）年 2 月下旬から 3 月上旬にかけて、web 調査フォームによるアンケート調査

を実施した。

○ 回答者数は、モニター全 39 名の 3 分の 2 に当たる 26 名であったため、前項の毎月アンケートと同様、モニ

ター全体の状況を把握するには至らなかったが、26 名の回答からうかがえることを以下に述べる。なお、毎

月アンケートを含む５回のアンケートに対し、５回とも回答したモニターは 18 名、 ４回が８名、３回が４名、２

回が５名、１回も回答しなかったモニターは４名であった。 

【第 36 回社会福祉士国家試験の結果】 

○ 回答者 26 名のうち、合格者は 13 名、不合格者は 10 名、不受験者は３名であった（問２）。

全体 合格者 不合格者 不受験者 無回答 

39 名 13 名 10 名 3 名 13 名 

○ 合格率は、不受験者を除き、無回答を含む 36 名を算定の対象とした場合、36.1％となる。

〔参考①〕 「全体アンケート」無回答者の合否を加味した合格率

・ 全体アンケート無回答者のうち、協力校教員から合否情報提供のあった合格者４名、不合格者 2 名を上

記結果に追加し（合格者 17 名・不合格者 12 名）、不受験者 3 名を除いた 36 名で算定した場合の合格

率は 47.2％であった。これは、第 36 回社会福祉士国家試験の既卒者全体の合格率（43.2％）を 4 ポイ

ント上回る。
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・ 全体アンケートで「合格」または「不合格」と回答したモニター（23 名）のみを算定の対象にした場合、合

格率は 56.5％となる。

〔参考②〕 協力校３校の既卒者全体の合格率 

・ 厚生労働省が第 36 回社会福祉士国家試験の合格発表の際に示した「学校別合格率」によれば、協力

校の既卒者の合格率は、3 校とも上昇した。うち 2 校の上昇幅は二桁台で、それぞれ 20～30 ポイント上

昇した。

○ 上記のとおり、全体アンケートの回答のみをもってモニターの合格率を計算すると、第 36 回国家試験全体

の既卒者の合格率（43.2％）に届かないが、全体アンケート無回答者の合否を加味すると、モニターの合格

率は 47.2％となり、国家試験全体の合格率を上回る結果となった。

【学習支援ツールの活用状況と合否】 

○ モニター全 39 名のうち、前項「毎月アンケート」の第 1 回～第 4 回の調査において、以下のすべての学習

支援ツールを「よく使った（見た・読んだ）」または「たまに使った」と１回以上回答したモニター（24 名）の合格

率は、45.8％であった（下表参照）。

〔学習支援ツール〕 合格完全ガイド、集中講座（講義動画・PointBook）、全国統一模擬試験、全国統一

模擬試験過去問（３年分）、学習支援ツール活用ガイド、定期連絡メール 

例：第１回調査で「合格完全ガイド」を「よく使った」と回答した場合、第２回から第４回の調査で「まったく使わ

なかった」と回答しても、「合格完全ガイド」を使ったモニターと見なした。 

学習支援ツール全種類を

使用したモニター（※3） 
合格者 不合格者 不受験者 無回答 

24 名（※4） 11 名 8 名 - 5 名 

※3  全種類を使用したモニターとは、４回実施した「毎月アンケート」において、各ツールについて１回以上

「よく使った」、「たまに使った」と回答したモニターのことを指すものであり、学習支援ツールの内容すべ

てを使用した（見た、読んだ等）ことを指すものではない。 

※4  集計対象を限定しているため、前ページの表と合格者数等が一致しない。

〔参考③〕 学習し絵ツールの活用状況と 「全体アンケート」無回答者の合否を加味した合格率 

・ 学習支援ツール全種類を使用したモニターのうち、全体アンケートに無回答者であったが、協力校教員

から合否情報提供のあった合格者１名を追加した場合、合格者は 12 名となり、学習支援ツール全種類

を使用したモニター（24 名）の合格率は、50.0％となる。

○ なお、「毎月アンケート」の第 1 回～第 4 回の調査において、学習支援ツールを１つでも使用していると回答

したモニターまで含めた 32 名（不受験者１名を除いた人数）の合格率は、40.6％であった。

○ モニタリングの対象者数が 39 名であり、さらに全体アンケートにより合否が把握できたモニターは 26 名とい

う限られた範囲での比較となるが、学習支援ツール全種類を使用したモニター（24 名）の合格率（45.8％）は、

その他の学習支援ツール使用モニター（不受験者除く 32 名）を含む合格率（40.6％）より 5.2 ポイント高く、

モニター全体（不受験者除く 36 名）の合格率（36.1％）より 9.7 ポイント高かった。

61



学習支援ツールの活用状況と合格率 

全モニター （全体アンケート無回答者を含み、不受験者を除く） 

毎月アンケートで学習支援ツールの使用状況（問６（１）～（４）、

（６）（７））に回答したモニター（ツールを１種類以上使用） 

学習支援ツールを全種類使用した 

モニター

36 名 32 名 24 名 

合格者数 13 名 11 名 11 名 

合 格 率 （36.1％） （40.6％） （45.8％） 

【学習支援ツールの受験勉強への貢献度】 

○ 「とても役に立った」との回答が最も多かったのは「集中講座」の PointBook で（26 名中 18 名、69.2%）、「全

国統一模擬試験」（16 名、61.5％）がこれに続いた。これらのツールについては、「役に立たなかった」「使用

しなかった」と回答したモニターがいないか、ごく少数で、「既卒者」の受験勉強に適した教材になっていると

考えられる。

○ 「集中講座」の講義動画は、「役に立った」との回答がある一方、改善提案として、1 科目当たりの視聴時間

の短縮化や、動画中にチャプターを設けるなどして短く区切って視聴できること、動画中での参照資料の表

示等が挙げられた。働きながら受験勉強を進めるためには、いわゆる隙間時間の活用も必要であり、そのよ

うな「既卒者」の学習スタイルに応じたものへの改善の必要性が示される結果となった。具体的には、毎月ア

ンケートにおいて講義動画の使用が少なかった通勤途中や仕事の休憩時間に気軽に視聴できるような構

成、機能があると、より視聴が進むと思われる。なお、短期的に改善が難しいことについては、より丁寧な活

用方法の提案や説明を行うことも併せて検討する必要がある。 

○ 「全国統一模擬試験 過去問（３年分）」は、回答者の半数が「とても役に立った」と回答した一方、５名

（19.2％）が「使わなかった」と回答した。「役に立つ」教材との評価を得ているため、その有用性、使用する

時期、タイミング等の提案やリマインド等を丁寧に行うことで、活用が進み、より広く受験勉強に貢献できるも

のと考えられる。

○ 「合格完全ガイド」および「学習支援ツール活用ガイド」については評価が分かれた。両方とも今回新たに作

成したものであり、モニターにとってなじみのないものであることも影響していると思われるが、「役に立った」

との評価も一定数あるため、「既卒者」にとっての有用性はあるものと思われる。いずれも、主に学習計画の

立案・実行を補助するツールであるため、本モニタリングの結果を踏まえ、「既卒者」の学習スタイルにより即

したものとなるよう改善を図ることができれば、より活用が進み、「既卒者」の受験勉強の一助になるものと考

える。

○ 合格応援 SNS は、学習意欲の維持に役立った等の回答が得られたものの、全体として閲覧したモニターが

少なかった。モニタリングの開始時期と各 SNS の配信のピークがずれていたことの影響もあると思われる（初

回閲覧時期が更新の少ない時期であったため定着化しなかった等）。「既卒者」にとってより有用な学習支

援ツールとするためには、合格応援 SNS 閲覧のきっかけづくりや、定着化につながるような内容・時期・頻度、
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広報の方法の検討が必要であると思われる。なお、定期連絡メールについても、学習意欲の維持や孤独感

の緩和の点で一定の評価がなされている。モニターにとってなじみのない本連盟からの連絡でもそのような

評価が得られるということは、受験に必要な情報の提供や励まし等のニーズが一定程度存在するものと思わ

れる。一方、定期連絡メールが役に立たなかったと回答したモニターもいた。これらのことを勘案し、何らか

の連絡や交流を必要とする「既卒者」の手当てにつながり、かつ、不要とする「既卒者」のストレスになりにく

いような情報提供・交流の取り組みが求められるものと思われる。 

○ 全体として、各ツールの貢献度に関する評価については合格者と不合格者との間に大きな違いはなかった。

○ なお、各ツールとも、まったく使用しなかったモニターがいた（※5）。一般的に、受験するうえでの困りごととし

て教材等の費用負担が挙げられ、本モニタリングの毎月アンケートや、本調査研究事業の「国家資格取得

支援調査」の「法人所属 社会福祉士受験者調査」結果においても、受験のための費用の捻出が困難とす

る「既卒者」が一定数いることが確認されている。また、モニタリングへの参加を決めた時点では、いずれの

モニターにも試験に向けて受験勉強に取り組む前向きな気持ちがあったと思われる。そのような中でも、無

償でツールを提供しても使用しない（できない）モニターがいたことを念頭に、今後の「既卒者」へのアプロー

チの方法や学習支援のあり方を検討する必要がある。

※5 「全体アンケート」の各学習支援ツールの「受験勉強への貢献度」に関する質問（４・６・８・10・12・22・24）

に対し、「使用しなかった」と回答したモニターの人数（回答者数：モニター39 名中 26 名）。 

合格完全ガイド ３名 ／  「集中講座」講義動画 ６名  ／ 「集中講座」PointBook ２名 

全国統一模擬試験 １名  ／  模擬試験過去問 ５名     ／ 学習支援ツール活用ガイド ６名 

定期連絡メール １名 

【働きながら国家試験を受験する難しさの軽減・解消に関する学習支援ツール活用の効果】 

○ 回答者全体の約６割が、学習支援ツールは働きながら国家試験を受験する難しさの軽減・解消に役立った

と回答した（とても 23.1%、まあまあ 38.5%）。わずかな違いではあるが、合格者のほうが「役に立った」と回答し

たモニターの割合が高かった。

○ 働きながら受験する難しさに対する学習支援ツールの活用効果（自由記述）として、「勉強法の確立」、「より

理解を深める」、「モチベーションの維持、効率」、「ポイントを覚える」、「要点をまとめて知る」ことが挙げられ

ている。

○ このほか、モニタリングへの参加についての感想、意見として、学習支援（モチベーション）の維持につな

がった等、学習支援ツールの活用効果と同様の回答があった。

【学習支援ツールの提供、「既卒者」の合格支援の方向性】 

○ ここまでに述べてきたことを踏まえると、学習支援ツールを組み合わせて使用する方法は、「既卒者」にとっ

てある程度有効な受験勉強の方法であることがうかがわれる。一方、いつどのように使うのかが理解されない

と、十分に活用されないこともうかがわれた。また、定期的な連絡や SNS での交流が受験勉強の後押しにつ

ながる「既卒者」が一定程度いることがあらためて確認された。こうしたことを勘案し、学習支援ツールの改善、

開発、広報および学習計画の立案・実行支援に取り組むことが必要である。

○ モニタリングの結果を踏まえれば、自力で学習の方法やペースを形成していける力が比較的高い「既卒者」

については、適宜の情報提供や受験勉強に係るイベントのリマインド等、受験関連情報の収集や学習意欲
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の喚起・維持へのニーズがより高く、その他の支援の必要度はさほど高くないように思われた。一方、これら

の支援に加え、学習支援ツールの活用のしかたや、試験日に向けた学習の進め方、学習のペースの作り方

等、学習の方法と進め方に関する支援までも必要とする「既卒者」が一定程度いることがうかがわれた。 

○ 前者（主な支援ニーズが学習意欲の喚起・維持の支援である者）に対し本連盟ができることとしては、前述

のとおり、本モニタリングの結果を踏まえたかたちでの合格応援 SNS 等による定期・不定期の情報発信が挙

げられる。発信の内容・方法が「既卒者」のニーズに即したものになるよう留意しつつ、新卒・既卒問わず気

軽に利用しやすいゆるやかな交流の場としての性格・機能を持たせることができれば、よりニーズに即したも

のとなるものと思われる。後者（より手厚い支援を必要とする者）に対しては、たとえば、「既卒者」が自力で受

験勉強の PDCAを回していけるようなより詳細な学習計画ハンドブックを作成して提供したり、学習計画の作

成・実行方法や各学習支援ツールの活用方法の解説動画を作成してオンデマンド配信したりすることが考

えられる。大きくはこの二段構えが必要と思われる。なお、後者については所要の検討を経たうえで新たに

取り組む必要がある。

○ ただし、「既卒者」自身が知らない者、なじみのない者（たとえば本連盟）からの情報提供や働きかけへの反

応は、よほど「既卒者」自身に「刺さる」ものでなければ、自ら利用を選択したものでも後回しにされがちであ

り、「スルー」されることも間々ある。このことは、今回のモニタリングにおいて、本連盟からの連絡には無反応

でも、出身校の教員からの働きかけがあると反応するモニターが少なからずいたことからもうかがわれる。ま

た、当然のことながら、個々の「既卒者」によって学力や性格、生活や就労の環境は多様であり、合格に必

要な後押しの内容も加減も異なる。これらのことを勘案すれば、やはり身近なところ、身近な人間関係の中で

の学習意欲の喚起・維持の支援や、日々の学習がより重要ということとなる。具体的には、「既卒者」本人の

職場（※6）（本事業では社会福祉法人）と出身校（社会福祉士養成校）による支援である。

※6  業務上、職員の社会福祉士資格の保有が求められる、あるいは望ましい職場の場合

○ 他方、「既卒者」の職場も出身校も「既卒者」の学習支援に投入できる資源は限られており、「既卒者」の合

格支援を重要な課題として捉えていても、現状ではできることには限りがある。このことは、第３章「国家資格

取得支援調査」の結果からも明らかである。そのような状況の下では、すでにある取り組みを活かし、あるい

は流用、拡大して「既卒者」支援に取り組むことが現実的である。社会福祉士養成校であれば、在校生向け

の国家試験対策の対象を可能な範囲で「既卒者」にも拡げたり、「既卒者」が利用しやすい方式で実施した

りすること。職場（社会福祉法人）であれば、既存の職員研修制度（※7）や資格取得支援制度に新たに「社会

福祉士資格取得」を追加し、業務負担や費用の面での配慮・支援をしていただくことが挙げられる。本連盟

としては、社会福祉士養成校ならびに社会福祉法人の協力を得て、これらの取り組みを全国的に進めるべ

く、第５章の「社会福祉法人・社会福祉士養成校のための既卒者合格支援ガイドライン」をとりまとめ、その普

及と実現に取り組むこととした。本連盟では、前述の「既卒者向け」情報発信とともに、全国の社会福祉士養

成校ならびに社会福祉法人が「既卒者」支援に取り組みやすいよう、継続的に好事例の収集やその普及の

ための提案、働きかけを進めていきたい。なお、第３章３－４－７「既卒者の国試合格に向けた支援の考察」

では、「国家資格取得支援調査」結果を踏まえ、これからの社会福祉士養成校ならびに社会福祉法人にお

ける「既卒者」の合格支援の方向性と課題についてより具体的に述べている。

※7  例： 社会福祉士資格の取得を SDS（Self Development System 自己啓発援助制度）の一つとして法人

の職員研修制度に位置づける 

○ また、毎年の社会福祉士国家試験では、合格発表の際、学校別の合格率が公表されている。そこでは、学
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校ごとに、「新卒」と「既卒」それぞれの受験者数、合格者数、合格率が表示され、その合計（総数）も掲載さ

れている。「既卒者」に対してどのような支援をするにも、まずは対象者を把握し、受験の意向や受験につい

ての困りごとを知る必要がある。第５章「社会福祉法人・社会福祉士養成校のための既卒者合格支援ガイド

ライン」でも、社会福祉法人には自法人の「既卒者」または社会福祉士国家試験受験予定者（職員）の把握

を、社会福祉士養成校には「既卒者」の氏名・連絡先の把握を提案、依頼した。継続的な支援体制を築く上

では、具体的な支援策の拡充とともに、対象者の継続的な把握が肝要である。 
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